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1 序論

1.1 研究背景

a)　振動の制御

　近年では、建物を設計する際には常時荷重の設計に加えて耐風・耐震設計が行われる。それぞれの建

物において、必要とする性能を満足することを目的として免震や制振といった振動制御を行うことも多

くなっている。

　耐震構造は歴史と実績がある通常の建物であり、部材の耐力や粘りで地震の揺れに耐える構造である。

それに対して免震構造や制振構造は、建物に入る地震のエネルギーを免震装置やダンパーによって吸収

することにより建物の揺れを低減する構造である。特に制振構造は、制御方法や制御装置が多種多様と

なる 1-1–3)。

　建物の振動を低減する方法は、アクティブ制御・セミアクティブ制御・パッシブ制御に分類される。ア

クティブ制御は、望ましい応答状態にするために外部供給エネルギーによって制御装置を動かす方法で

ある。建築分野においても研究開発が進められており、採用例もある。外部からの供給エネルギーが小

さいのがセミアクティブ制御であり、中小地震や風による振動の制御に多く用いられる。大地震時の振

動制御としてはほとんどがパッシブ制御であり、外部供給エネルギーはない。本論での研究対象もパッ

シブ制御の制振構造としている。

　建物の動的な挙動を表現する際には、運動方程式が用いられる。振動の制御とは、運動方程式上の質

量項や減衰項、剛性項の操作を意味している。最も一般的なのが、建物の 2点間の相対応答量に対して

制御力を作用させる方法である。地震エネルギーを吸収するために建物の層間に設置するダンパーは多

種多様であり、その一つに速度の増加に伴い抵抗力が増加する粘性ダンパーがある。材料自体の粘性特

性を利用したものが粘性ダンパーであるが、流体の絞り抵抗を利用したオイルダンパーも粘性ダンパー

の一種と位置付けることもできる。また、物質の塑性変形による履歴あるいは物質間の摩擦による履歴

を利用して地震時に建物に入力されるエネルギーを熱に変換して主要部材の損傷を抑制する装置もあり、

それらは履歴型ダンパーと呼ばれている。その一つである座屈拘束ブレースは、部材によって座屈を防

いで安定したループを描くブレースシステムであり、適用例は多い。履歴を利用して地震のエネルギー
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を熱に変換して損傷を抑制する装置のうち、物質間の摩擦による履歴を利用するものが摩擦ダンパーで

ある。物質の塑性変形を利用する履歴型ダンパーは、弾塑性ダンパーと呼ばれている。前者の粘性ダン

パーは、速度に対して抵抗力を発生させる速度依存型であり、主に減衰項の制御となる。とはいえ、実

際には取付部分の剛性も影響するため、剛性項も間接的に制御される。また、後者の履歴型ダンパーは

変位に対して抵抗力を発生させる変位依存型である。非線形履歴特性を利用するこれらのダンパーは主

に剛性項の制御となるが、ダンパー材料の減衰の影響を考慮すれば、減衰項も制御することになる。

　また近年では慣性質量効果を狙う制御も考案されており、それを実現する装置はダイナミック・マス

と呼ばれている。小さな実質量が変位増幅機構によって増幅されて大きな動的質量となり、その慣性質

量効果を利用している。加速度に対して抵抗力を発生させるダイナミック・マスを利用することにより、

運動方程式の質量項の制御に相当することも可能となる。

　剛性項や減衰項、さらには質量項を操作することが振動制御と考えることができるが、一方で、建物

の応答は、入力地震動や建物の特性が複雑に影響する。ここ数十年でコンピュータの CPU性能は飛躍

的に向上し、現在では各種ダンパーの位置や耐力等をパラメータとした数多くのスタディを実施するこ

とも比較的容易となってきたが、目標性能を満足するパラメータの抽出は、応答解析に頼り過ぎた設計

になっていると言わざるを得ない状況にある。

b)　耐震設計と入力地震動

　耐震及び免震・制振（震）技術により、地震国である日本においても、現行の規準によって設計され

た建物が倒壊に至る被害は少なくなってきている。そのような現状の設計の基本となっているのは建築

基準法であり、人命の保護を目的とした最低限の耐震性能が規定されている。我が国の耐震設計の考え

方は、下記のようにまとめることができる 1-4–6)。

　 1916年の佐野利器によって発表された「家屋耐震構造論」ではじめて地震動の最大加速度 αと重力の

加速度 gとの比α/gである震度という概念が打ち出され、関東地震が発生した翌年の 1924年に市街地建

築物で耐震設計に震度 0.1を用いるように規定された。1950年の建築基準法では、建築に作用するさま

ざまな荷重が長期荷重と短期荷重に分けられた。これは 1934年の室戸台風が契機となっている。地震荷

重は短期荷重として扱われるようになり、設計震度は従来の 0.1から 0.2に引き上げとなった。1968年
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の十勝沖地震では鉄筋コンクリート造の建物が大きな被害を受けた。短柱のせん断破壊が原因であった

ことから、1971年の改正では帯筋の間隔は 30cmから 15cmに狭められることとなった。その後の 1981

年には建築基準法施行令が大改正され、新耐震設計法と呼ばれる設計法が始まった。従来の許容応力度

設計法はそのまま 1次設計として残し、新たに 2次設計が導入された。地震荷重は従来の静的荷重とし

ての設計震度ではなく、建物の動的な応答を考慮して設計用層せん断力係数で規定されることになった。

　超高層建物の設計には、動的設計法が取り入れられた。1963年以降は建築基準法第 38条に基づいて

個別に認定を行う方式となり、それまでの高さ制限は緩和された。設計で用いられる時刻歴応答解析で

は、供用期間中に遭遇する恐れのある最大の地震（レベル 1）と建設地で想定される最大の地震動（レ

ベル 2）による時刻歴応答解析から求まる最大応答値に対して耐震性の判定を行う 2段階の検討が行わ

れてきた。入力地震動としては、観測地震動が用いられた。当初は地震波の最大加速度値で基準化され

たが、80年代に入ると最大速度値で基準化する速度評価が一般的となり、レベル 1地震動は最大速度

Vmax=25cm/s、レベル 2地震動は 50cm/sで基準化する方法が定着した。2000年改正基準法告示では、

中地震動は稀に作用する地震動で大地震動は極めて稀に作用する地震動と発生頻度を用いた表現に変わっ

た。地震動は解放工学的基盤上の応答スペクトル Sv=81.5cm/s（h=5%）で規定され、このスペクトル

に適合する継続時間が 60秒以上の模擬波による検証が加わった。また、超高層建物や免震建物の設計で

は当該建物に影響を与える地震を対象に建設値の地震動を計算し、それをサイト波として用いるように

なった。

　 1995年の兵庫県南部地震後は全国各地で被害地震が多発することになるが、K-NETやKiK-netなど

の地震観測網が充実したことで数多くの強震観測記録が蓄積されることとなった。防災科学技術研究所

によって全国規模の強震観測網が整備され、K-NET（全国強震ネットワーク）が構築された。また、地

震調査研究推進本部の設置によって、基盤的地震観測網と呼ばれる総合的な地震観測網の整備が開始さ

れ、KiK-net（基盤強震観測網）と呼ばれる地表・地中の強震観測網も整備された。地震観測網が整備

されると、多くの強振動記録が計測され公表されることとなった。これらの観測記録によれば、極めて

稀に発生する地震動として解法工学的基盤で規定された擬似速度応答スペクトル pSv=80cm/s（h=5%）

や保有水平耐力計算における第 2種地盤の設計用速度応答スペクトル pSv=150cm/s（h=5%）をはるか

に上回る地震動が観測されている。1995年兵庫県南部地震の JR鷹取や 2004年の新潟県中越地震の川

口町川口、2011年東北地方太平洋沖地震のK-NET築館や 2016年熊本地震の益城町宮園では pSv=300
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～500cm/s（h=5%）に及んでいるとの報告もある 1-7)。

　また、いくつかの地域では、予測地震動が公開されている 1-8)。活断層を震源とする直下地震による地

震動予測や海溝型巨大地震による長周期地震動予測等によれば、予測された地震動の擬似速度応答スペ

クトルやエネルギースペクトルは、告示の極めて稀に発生する地震動を大きく上回るものも少なくない。

　大地震が発生すれば、建物には被害が生じる。その都度原因が追究され、必要に応じてその後に法整

備等が進められるというのが現状である。

c)　性能設計

　 1995年の兵庫県南部地震以降は、地震地域係数で一律に規定されてきたそれまでの設計用地震荷重

に加えて、建設地の地震環境を考慮したサイト波を用いることも多くなってきた。さらに、2011年東北

地方太平洋沖地震以降は、これまでの設計用地震動を大きく上回る巨大地震を想定する必要も出てきて

おり、建物に要求される設計目標も多様化している。従来設計で想定していた振幅レベルや継続時間を

大きく上回る地震動に対する配慮が必要になってきていると言える。

　我が国では、建設地に依らずに建物に標準的に求められる性能（告示波）と建設地の地震環境を考慮

した地震動（サイト波）の両者を考える必要がある。巨大地震は、東北地方太平洋沖地震のようなプレー

ト境界で発生する海溝型と熊本地震のような活断層で発生する内陸型に分けられ、これらの地震による

建物の応答性状は大きく異なる。どのような地震にどのように備えるのかは極めて重要である。

　例えば、日本建築構造技術者協会（JSCA）では 1995年兵庫県南部地震の教訓をもとにして、2000年

の建築基準法告示の改正に対応した目標性能と性能メニューを提示している 1-9)。その中では、性能設

計の考え方が示されている。現行の設計法における地震の大きさは、中地震（稀に発生する地震動）と

大地震（極めて稀に発生する地震動）の 2段階としているが、余裕度検証用の地震動として震度 7程度

の巨大地震に対する耐震性能を把握するための地震動の設定も必要だと言える。耐震性能を高めること

は、損害額の低減や事業継続・早期復旧、ライフサイクルコストの低減にもつながり、強固なBCPを構

築するためにも耐震性能を高めることが有効となることは言うまでもない。

　地震が生じた際の建物の応答として、構造部材や非構造部材がともに弾性範囲内で挙動していれば、

地震が複数回発生したとしても被害が大きくなる心配は少ない。ところが、部材の挙動が弾性範囲を超
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えるような場合には、以後の地震の揺れに対して被害が一気に増加してしまうという可能性も出てくる。

とはいえ、将来起こりうるどのような地震が生じても絶対に壊れない建物を設計することは事実上不可

能であり、仮に可能であったとしてもそれが効率的であるとは限らない。現状では地震時の建物の動的

な挙動が全て明確になっているとは言えず、多くの仮定やばらつきも含まれているということをしっか

りと認識しておく必要がある。建築基準法は倒壊を回避するための最低基準にすぎず、耐震診断や改修

の指針類を利・活用したとしても継続した使用が保証される訳ではない。例え、設計規準であっても自

然現象が正しく考慮されているとは言い切れない現状も理解した上で設計法を構築する必要がある。

　最大値が 1000cm/s/sを超えるような加速度記録が様々な地点において観測されながらも、その周囲

にある建物に構造的な被害はほとんどないことも多い。その理由の解明は大きな課題である。また、入

力地震動としてどのレベルまで考えておく必要があるのかという命題も課題の一つであるが、今ある知

見を総動員したとしても、早々に答えを導き出すことは困難だと言わざるを得ない。そのような状況の

下では、自らの責任で設定する入力レベルに応じて目標性能も自らが設定することができる性能設計的

な考え方が望ましいと言える。

1.2 既往の研究

　制振構造物の簡易設計法は、最適設計との関連が強い。ここでは、ダンパー配置の最適設計に関する

研究とともに近年研究開発が進んでいるダイナミック・マスを利用した制振システムに関する既往の研

究についてまとめる。

a)　ダンパー配置の最適設計

　地震や風などの動的な外乱を受ける構造物の応答値を低減する手段の一つとして制振構造が多く採用

されている。しかしながら、ある目標応答値を満足するための設計パラメータや制振部材の配置パター

ンには一般解が存在しないため、現行の制振設計は時刻歴応答解析による試行錯誤的な検討に依存して

いる。このような背景から最適設計・最適配置に関する研究は多い。代表的なものを挙げると、下記に

分類される。
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1⃝ 時刻歴応答解析による最大応答値の評価

2⃝ 固有振動解析から得られる応答倍率の評価

3⃝ 応答スペクトル法による最大応答推定値の評価

4⃝ エネルギーの釣合に基づく応答予測式

　評価関数を用いる最適化手法は、 1⃝に分類されるものが多い。辻ら 1-10)はダンパーのリリーフ荷重を

設計変数とした方法を提案している。また、中川ら 1-11)は付加減衰定数を設計変数とした方法を提案し

ており、この方法に近いものとして田守ら 1-12)の遺伝的アルゴリズムを用いた最適化手法がある。これ

らは時刻歴応答解析等の応答計算の繰り返しによって最適解を算出するものである。時刻歴応答解析に

主架構の非線形性を考慮することは比較的容易である。熨斗ら 1-13)はオイルダンパーのリリーフ荷重と

減衰係数の両者を設計変数とする手法を主体架構が一部塑性化する場合にも適用し、弾性範囲に留まる

場合との違いを明らかにしている。探索法による最適化問題で求まるのは解の集合体であるため、設計

者としてどの解を選択すれば良いのかを判断することが難しい場面も多い。定常応答における最適設計

に関する研究は、 2⃝に分類される。定点理論を基にした方法が背戸ら 1-14)により提案されており、その

発展形として蔭山ら 1-15)は多質点系の連結制振手法の最適ダンパー量を示している。定常応答の最適値

を評価する方法では、地震入力時の最大応答値との対応を把握しにくく、主架構の非線形性を考慮する

ことも簡単ではない。 3⃝に分類されるものとしては笠井ら 1-16)の応答推定を用いた研究がある。等価線

形化理論に基づく応答推定法として各層の等価剛性を調整するようにダンパーを分配する手法が提案さ

れているが、建物モデルは弾性体を仮定している。秋山ら 1-17)によるエネルギーの釣合に基づく応答予

測の研究は 4⃝に分類される。主架構が塑性化する場合にまで拡張したのが北村ら 1-18)で、履歴型制振部

材を取り付けた制振構造の最適応答予測式を提案している。
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b)　ダイナミック・マスを利用した同調システム

　従来の制震構造では、粘性・粘弾性ダンパーやオイルダンパーを用いた減衰操作による制御や履歴型

ダンパーや座屈拘束ダンパー、摩擦ダンパーを用いた剛性操作による制御によって振動エネルギーを吸

収させるのが一般的である。近年、慣性質量効果を利用する制震システムの研究開発が精力的に進めら

れ、実案件で適用される事例が増えつつある。

　層間変位に応じて運動する補助質量を配置した応答制御の研究があり、奥村らは対向ピストン式やラッ

クピニオン式等の機構により回転慣性を利用する「慣性接続要素」を実現し、「振動遮断接続機構」を提

案している 1-19)。片山らは、ラックピニオン式やボールネジ式等の機構で同様の回転慣性を利用する「回

転慣性型変位抑制機構」を開発している 1-20)。川股らは液体の移動を利用した機構 1-21,22)、山本らは振

り子と梃子を利用した機構の研究 1-23)を行っている。また、石丸らによる補助質量機構を利用したモー

ド制御に関する研究がある 1-24)。黒田らは増幅機構付き減衰装置「減衰こま」を開発し、副次的に慣性

質量効果があると報告している 1-25)。さらに発展させたのが石丸・古橋らで、節点間の加速度に比例し

て反力を生じる慣性接続要素を用いて振動モードの制御や応答低減の設計手法を開発している 1-26,27)。

　大きな慣性質量効果が生成されるダイナミックマス（以下D.M.）を利用した制震システムとして、石

丸・秦らは直列ばねを連結部材として利用し、D.M.と粘性ダンパーを並列に配置したD.M.同調システ

ム及びその簡易設計手法を提案している 1-28,29)。

　また、斉藤・井上らはTMDの概念を利用した同調粘性マスダンパーを提案している 1-30)。慣性要素

と柔な支持部材を直列に連結したものであり、最適同調となる質量比や粘性減衰定数を陽な形で定式化

している。1質点系を対象としたものであるが、後に杉村・五十子らによって多質点系へも拡張されて

いる 1-31)。磯田・半澤らは慣性要素の構造物への組み込み方に関する検討を進めており 1-32)、ダンパー

を並列に設置する場合やばねと直列したダンパーを並列に設置した場合の最適諸元も誘導している。ま

た、低層部に慣性要素を集中配置する低層集中制震に関する応答低減効果等も報告されており、多層の

建物を 2層モデルの 1層目だけに制震装置を配置した 2質点系振動モデルで評価した最適諸元も定式化

されている 1-33)。多くの最適式が提案されているが、実設計における様々な制約条件を勘案すると、制

震システムとしては高性能だけでなく設計自由度の高さも重要となる。

　マスダンパーによる同調を利用したモード制御に関する研究は複数モードの制御にも拡張されており
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1-34,35)、慣性要素を利用するものとして五十子・斉藤らによる同調粘性マスダンパーの層分布に関する

最適設計法等が報告されている 1-36,37)。しかし、これらの研究では、制御の対象となる主系の剛性まで

は設計変数として論じられていない。

　ダイナミック・マスを利用した同調システムでは、定点理論に基づく最適パラメータの設定方法が提

案されているが、これらは定常応答時の最適値であるため、設計用入力地震動に対するクライテリアを

満足するために必要なダンパー量を把握することはできず、実務設計においては利便性がやや欠けてい

ると言わざるを得ない。

1.3 研究目的と論文構成

　制振構造物の設計では、試行錯誤的に時刻歴応答解析を繰り返して目標性能を満たすダンパー台数を

算出している。ダンパーは多様で、特性の適切な評価が重要となる。制振設計では、どのような入力地

震動を想定し、どんなダンパーをどこにどれだけ配置するのかを考える必要がある。多くのパラメータ

があるため、コンピュータの高性能化に伴って計算速度は飛躍的に向上したものの、検討に多大な労力

を要している。一方、設計の初期段階では、平面・断面計画に未確定な部分が多い。ダンパーの設置ス

ペースは意匠・設備計画との調整も必要で、目標性能を満たすために必要なダンパーの概算台数を早期

に把握したいという要望も多い。この段階では、より簡便に判断したいのが実状である。そのため、従

来のような試行錯誤的な繰り返し計算で目標性能を満たす制振パラメータを決定するのではなく、より

簡易な手法の確立が望まれている。

　当然、設計では効率性も求められる。ダンパー量を最少化する方法として最適化手法を利用する研究

もあるが、繰り返し計算である応答解析の結果は設定した入力地震動に対する特殊解でしかない。入力

が異なればその解も異なり、設計的な判断は困難である。応答解析結果のみではどのパラメータがどの

程度応答低減に寄与しているのかの判断が難しく、建物の応答量を把握する上では入力地震動の特性と

は分離して設計対象の固有周期や減衰定数といった動特性の評価が必要不可欠と言える。設計の初期段

階では計画の変更点も多いが、建物の固有周期や減衰定数を把握できていれば応答低減に大きく影響す

るパラメータの見極めができ、変更も容易となる。

　また、ダンパーの配置方法に着目した研究は少ない。JSSIの「パッシブ制振構造 設計・施工マニュア
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ル」1-38)には剛性比例型でダンパーを配置する方法の提案があるが、構造物の剛性分布は下層程大きい

ため、下層部のダンパーが過剰となる傾向がある。また、この手法では主架構を弾性と仮定している。

近年の入力地震動の増大傾向を勘案すると、どのような地震動に対しても主架構を弾性とする設計が効

率的であるとは判断できない。今後は最低限の安全基準を満たす設計だけでなく、性能設計的な考え方

を取り入れた事例が増加するものと推察される。極めて稀に発生する入力地震動を大きく超えた余裕度

レベルに対しては、主架構の塑性化を考慮した設計手法も必要と言える。

　ダンパー台数の検討では配置できるスペースに制限がある場面が多く、ダンパーは意匠計画等に支障

がない位置に配置される。主架構の損傷を抑えるためには建物の減衰性能を高め、揺れにくく設計する

ことが重要である。ダンパー台数を削減できる制振システムが有益で、強く望まれていることも言うま

でもない。

　このような背景から、ダンパー台数を削減できる制振システムの開発を意図して、本研究では現状の

設計手法を簡便化させた設計法を提案している。合わせて、減衰定数を効率良く付与するダンパーの効

率的な配置方法についても分析し、主架構の塑性化も考慮して近年の入力地震動の増大傾向にも対応で

きるように拡張性のある設計手法を構築している。本論で提案している設計法は試行錯誤的な応答解析

の繰り返しではない。設計図表を利用することで検討に要する負荷が大幅に軽減される。設計の初期段

階では、十分な精度で目標性能を満たすより少ないダンパー台数の概算が極めて容易となる。なお、本

論で提案しているダイナミック・マスを利用した制振システムは効率良く減衰定数を付与することがで

き、ダンパー台数の削減が可能となる。

　まずは、オイルダンパーを用いた制振システム（C型）の動特性を検証し、固有周期に応じた効率的

となるダンパーの配置方法を提案している。また、石丸・秦らが提案している応答性能設計図表 1-39)を

利用した簡易設計法を構築し、設計例により妥当性を検証している。

　続いて、近年の開発も進んでいる慣性質量効果を利用したダイナミック・マスを用いた制振システム

（MC型）を提案している。制振層の剛性を低減させることで、より少ないダンパー台数で減衰性能を大

きく向上するシステムを構築できることを示している。解析及び実験的な検証により提案システムの有

用性を確認している。また、ダンパー配置方法の効率性の分析とともに、利点と欠点を整理している。

　さらに、下層にダイナミック・マスによる同調システム、上層にオイルダンパーを配置する併用シス
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テム（C-MC併用型）を提案している。構築した簡易設計法を併用システムでも適用できるように拡張

し、併用型ではより少ないダンパー台数で高次モードにも減衰定数を付与できるシステムを構築でき、

効率良く応答を低減できることを示している。また、設計者が参考にできる効率的なダンパー配置も提

示している。

　本論文の構成は以下の通りである。

　 1章「序論」では、研究の背景を概観している。現状の設計方法に関する課題点や既往研究を整理し、

本研究の目的と論文の構成を述べている。

　 2章「オイルダンパーを用いたC型制振システムの簡易設計法」では、オイルダンパー（C型）の配

置方法について述べている。まずは、ダンパー台数と地震波倍率から構成される効率性の評価指標を構

築している。その指標を用いて主架構の塑性化を考慮する場合に剛性比例や全層同一、層間刺激関数に

比例する配置とそれらを組み合わせる方法の効率性を評価し、評価の高い配置を提案している。構造物

の 1次固有周期に応じて、効率的な配置方法は異なることを示している。

　また、石丸・秦らが提案する応答性能設計図表を利用して設計作業を単純化する簡易設計法について

述べている。提案手法では、応答解析の繰り返しは不要となる。設計する制振システムが目標性能を満

たすために必要なモーダル減衰定数を応答性能設計図表で把握し、より少ないダンパー台数で必要な減

衰定数を付与する方法を構築している。複素固有値解析により算出した構造物の固有周期に応じて、よ

り少ない台数で目標性能を満たす効率的なダンパーの配置方法を容易に決定でき、既往研究 1-16)にある

応答が小さいC型の剛性比例配置と同等の応答変位を 3割程度の台数減でも実現できることを示し、試

設計例により精度も検証している。

　なお、内部減衰をレーリー型で仮定する場合は高次モードの減衰定数が小さくなる。高次モードの減衰

定数が小さい場合はダンパーが少ない層で主架構の塑性化が進行する傾向にあることを示し、ダンパー

を全層に設けて高次モードの減衰定数にも配慮する考え方が重要であると述べている。

　また、C型配置の課題点として効率性の向上に限界がある点を挙げている。

　 3章「ダイナミック・マスを利用したMC型制振システム」では、ダイナミック・マスを利用した制
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振システム（MC型）を提案している。オイルダンパーの配置方法の工夫だけではダンパー台数の大幅

な削減は困難で、高減衰化にも限界がある。そこで、慣性質量効果を利用するデバイスを用いて高減衰

化を図る制振システムを提案している。ダイナミック・マスを用いて複数のモードに同調させる制振シ

ステムを構築し、合わせて制振層の剛性を低減することでシステムのモーダル減衰定数を大きく向上で

きることを示している。複素固有値解析により制振層の位置や複数モードの制御、制振層の剛性を低減

する効果を定量的に把握し、モーダル減衰定数とダイナミック・マス及びオイルダンパーの必要量の関

係性を整理している。制御する振動モードの腹となる位置にダンパーを配置すれば、効率良くモーダル

減衰定数を付与できると述べている。

　続いて、提案システムの動特性を振動実験により確認し、その有用性を検証している。設計例では、

高次モードにも減衰定数を付与することで、少ないダンパー台数で応答加速度も低減できる制振システ

ムとなることを示している。高次モードの制御では、1次モード制御に必要な量の 1/4～1/2のダンパー

台数で同程度のモーダル減衰定数を付与できると述べている。

　また、MC型の配置方法の効率性についても述べている。入力地震動により主架構の塑性化の程度は

異なるため、弾性剛性に対して同調させるシステムを構成し、主架構の塑性化を考慮してMC型を構成

する際の利点と欠点を明確にしている。MC型では全層同一配置が効率的であると述べ、建物規模が大

きい場合にはダンパー台数の削減効果が小さいと指摘している。また、同調モードではC形より効率良

く減衰定数を付与できるが、同調モード以外に減衰定数が付与されない点を課題に挙げている。

　 4章「C-MC併用型制振システムの簡易設計法」では、下層にダイナミック・マスによる同調システ

ム、上層にオイルダンパーを配置する併用システム（C-MC併用型）を提案している。この提案ではC

型及びMC型配置の課題点を改善している。

　下層に全層同一で配置するMC型で 1次モード、上層に剛性比例で配置するC型で 2次モードに減衰

定数を付与し、既往研究の C型剛性比例配置と同程度の変形・加速度を 4～5割減程度のダンパー台数

で実現できると述べている。

　なお、ダイナミック・マスを用いるMC型の設計として定点理論の考え方に基づく応答倍率を最小化

する手法の提案があるが、地震入力時の応答量は把握できない。C-MC併用型のダンパー配置方法の効

率性を明確にし、2章で提案した簡易設計法の適用性を拡張している。2～4章でのC型・MC型・C-MC
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併用型配置方法に関する分析結果も反映し、固有周期と減衰定数に応じた効率的な配置方法も提示して

いる。拡張した設計法では併用システムでも目標性能を満たすダンパー台数を容易に把握できると述べ

ている。

　 5章「結論」では、本研究で得られた知見をまとめ、今後の課題を述べている。
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2 オイルダンパーを用いたC型制振システムの簡易設計法

2.1 緒言

2.1.1 背景

　地震や風などの動的な外乱を受ける構造物の応答値を低減する手段の一つとして制振構造が多く採用

されている。しかしながら、ある目標応答値を満足するための設計パラメータや制振部材の配置パター

ンには一般解が存在しないため、現行の制振設計は時刻歴応答解析による試行錯誤的な検討に依存して

いる。

　本章ではオイルダンパーを用いた制振構造建物を対象として、主架構の塑性化を反映したモーダルパ

ラメータの抽出・評価によって動特性を把握しながら簡易に制振パラメータを設計する手法を構築する。

現行の設計では意匠や設備等、建築計画上の理由から制振装置を配置できる箇所の制約が多い。また、

極めて稀に発生する地震動あるいはそれ以上の地震動に対しては、ある程度は主架構の塑性化を許容す

る設計も多くなってくるものと推察される。そのような状況下における制振設計の初期段階では、主架

構が塑性化する場合でも設定した目標クライテリアを満足できる概算ダンパー量を容易に見積もること

が可能な手法は極めて有用となる。

2.1.2 本章の目的と構成

　本章の目的は主架構の塑性化を考慮した簡易設計法を構築することである。本章で提案する簡易制振

設計法は石丸・秦ら 2-1)により提案された応答性能設計図表 (2.3.1項参照)により目標応答値を満足する

制振パラメータを容易に見積もる手法を用いて多質点モデルに適用する場合の層方向におけるダンパー

の効率的な配置方法の提案とともに、具体的な設計例によって提案の妥当性を検証する。2.2節ではオイ

ルダンパーを用いた制振システムの配置方法に関する効率性を評価し、2.3節では簡易設計法を構築し

ている。2.4節では設計例を通じて提案の検証を行っている。
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2.2 ダンパー配置の効率性

　制振設計を効率的に行うためには、基本計画の段階で設計の全体像を決定する必要がある。検討する

モデルに対して各層にどれだけのダンパー量を投入すればどの程度の制振効果が得られるのかを把握す

るためには、豊富な知識と経験がない限りは解析的な試行錯誤が必要となる。簡易にダンパーを配置す

る方法が望まれており、日本免震構造協会パッシブ制振構造設計・施工マニュアル 2-2)では、層方向に

対してダンパー量を層剛性の比例倍に分配する方法が提案されている。この方法は設計初期段階におい

てダンパー投入量の見当を得るために実用上有効な手段とされている。こうした研究を背景に、本章で

は定点理論に基づいたダンパーパラメータの設計方法を利用して、より少ないダンパー量で設計目標を

満足できる簡易な配置方法を提案する。なお、本章ではオイルダンパーの層間配置を想定する。本節で

述べるダンパーパラメータの設定方法及び評価では、線形のダッシュポットとばね材を直列したマクス

ウェルモデルにより理論を構築するが、2.4節の提案手法の精度検証（手順）では、リリーフ付のダン

パーパラメータへの置換についても言及する。

2.2.1 定点理論に基づくダンパーパラメータの設計法

　定点理論とは、制振モデルの応答倍率においてダンパーパラメータの値に関係なく定まる定点の存在

を利用して最適値を設計する考え方である。例として、1質点系モデルにオイルダンパーの設置を検討す

る場合、制振モデルは図 2-1に示す通りで、ダンパーはダッシュポットとばね材（取付部材）の直列形

式によってモデル化される。そのため、設計時に必要となるダンパーパラメータは、減衰係数 cdおよび

取付部剛性 kdである。この時、取付部剛性 kdの値を任意で一定値とし、ダンパーの減衰係数 cdをゼロ

及び無限大とした場合、それぞれの系の応答倍率曲線から交点 Pが存在することになる（図 2-2参照）。

この交点 Pは減衰係数 cdに依存しないため、減衰係数 cdを変化させても応答倍率曲線は交点 Pを通る

ことになる（図 2-2点線）。この公理を利用して、応答倍率が定点で最大となる時が最適減衰であると

いうのが定点理論に基づく最適設計の考え方である。石丸ら 2-3)による最適減衰の条件を以下に示す。
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m : mass

k : stiffness of frame structure

kd : stiffness of connecting part

cd : viscous damping of dashpot

x  : displacement of frame structure

y  : absolute displacement

xd : displacement of connecting part

m

xy

k

cd kd

xd

図 2-1 取付部剛性を考慮した解析モデル

　

図 2-2 定点理論に基づく応答性能の評価
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図 2-1に示す制振モデルの振動方程式は次に示す通りである。

m(ẍ+ ÿ) + kx+ cd(ẋ− ẋd) = 0

kdxd − cd(ẋ− ẋd) = 0 (2-1)

ここで以下に示す表記を導入する。

κk =
kd
k

, ω2
0 =

k

m
,

cd
m

= 2hdω0 , λ =
ω

ω0
(2-2)

定常振動を考えて x = Xeiωt、y = Y ei(ωt+φ) とすれば、制振モデルの応答倍率X/Y は次のようにな

る。

X

Y
=

λ2(κk + 2hdλi)

κk(1− λ2) + 2hdλi(κk + 1− λ2)
eiϕ (2-3)

式 (2-3)において、hd = 0の場合と hd = ∞の場合の応答倍率を求めると次式を得る。

hd = 0の場合　
X

Y
=

λ2

1− λ2

hd = ∞の場合　
X

Y
=

λ2

κk + 1− λ2
(2-4)

hd = 0、hd = ∞の共振曲線の交点 Pでの振動数比を λpと表せば定点における周期 Tpは式 (2-5)のよ

うに表せる。

∣

∣

∣

∣

λ2

1− λ2

∣

∣

∣

∣

p

=

∣

∣

∣

∣

λ2

κk + 1− λ2

∣

∣

∣

∣

p

−→　λp =

√

2 + κk
2

∴ Tp = T0

√

2

2 + κk
(2-5)

また、付加剛性比 κkと、減衰係数 cdをゼロおよび無限大にした場合の固有周期 T0および周期 T∞ との

関係は式 (2-6)となる。

λ2
∞

= 1 + κk ∴ T∞ = T0

√

1

1 + κk
(2-6)

次に、λpにおける応答倍率は次式となる。

∣

∣

∣

∣

λ2

κk + 1− λ2

∣

∣

∣

∣

p

=
2+κk

2

κk + 1− 2+κk

2

=
2 + κk
κk

(2-7)
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さらに工学的観点から応答倍率の最大値を 1/2hとすれば、最適な粘性減衰定数 hoptは次のように表す

ことができる。

hopt = 0.5～0.6
κk

κk + 2
(2-8)

　式 (2-8)は付与できる最大の粘性減衰定数は付加剛性比 κk によって決定される事を示している。ま

た、係数は 0.5とするのが正しいが、高次の振動モードの影響が大きく寄与する高層のモデルを設計対

象とする場合は係数を 0.6としたほうが最適減衰式の整合性が良い。

　最適減衰の条件式は固有周期で整理されている。多質点系の任意の層にダンパーを配置する場合も同

様にして、減衰係数 cdをゼロおよび∞とした時の T0および T∞ を固有値解析によって算出してあげれ

ば良い。応答に支配的な 1次モードの特性を抽出すれば、おおよその特性を把握することができる。

2.2.2 簡易なダンパー配置方法の提案

　本章で扱うダンパー配置とは、粘性系ダンパーの各層への投入量の検討に必要となるパラメータ（減

衰係数 cd と取付部剛性 kd）を決定することである。パッシブ制振構造設計・施工マニュアル 2-2) では

建物の層剛性に対して比例倍にダンパーパラメータを決定する方法が提案されている。建物モデルのパ

ラメータに対して比例倍に決定する方法は簡易的ではあるものの、上層部や下層部において過剰にダン

パーが配置される場合もある等、必ずしも効率的とは言い切れない。本章で提案する配置方法は、以降

に示す 3種 (Arrange1 3)の配置方法により決定した各層のダンパーパラメータを比較し、最小値をとっ

て組み合わせるという単純な手法である。この方法のメリットは、設計目標をより少ないダンパー台数

で満足する配置を時刻歴応答解析に依存することなく簡易に決定できる点であり、主架構が塑性化する

場合にも有効である。以下に提案する配置方法の概要を示す。

・剛性比例配置 (Arrange1) 主架構層剛性の比例倍にダンパーパラメータ（減衰係数 cdと取付部剛性 kd）

を決定する方法。応答性能設計図表より設定した粘性減衰定数（粘性減衰定数の設定手順は 2.4節の設

計例で述べる）を基に式 (2-6)、式 (2-8)より T∞ を算出する。計画する全ダンパーの減衰係数 cdを無限

大として、1次の固有周期が T∞ となるように取付部剛性 kdを層剛性の比例倍に決定する。次に式 (2-5)

より求まる定点周期 Tpとなるように減衰係数 cdを剛性比例倍に調整し、1次モードの粘性減衰定数が

最初に設定した値を満たしていることを確認する。層剛性の比例倍に決定するため、剛性比例配置は下
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層のダンパーパラメータが大きくなる。

・全層同一配置 (Arrange2) ダンパーパラメータを全層で同一に配置する方法。手順は上記の剛性比例配

置と同様で、ダンパーパラメータの調節を全層同一にして行う。そのため、全層同一配置は上層でダン

パーパラメータが大きくなる。

・刺激関数比例配置 (Arrange3) 非制振対象モデルの 1次モードの層間刺激関数に対して比例倍でダン

パーパラメータを決定する方法。

・組み合わせ配置 (剛性比例、全層同一)(Proposal1) 剛性比例配置・全層同一配置によって決定したダ

ンパーパラメータを各層で比較し最小値を選択して組み合わせる方法。

・組み合わせ配置 (剛性比例・全層同一・刺激関数比例)(Proposal2) 剛性比例配置・全層同一配置・刺激

関数比例配置によって決定したダンパーパラメータを各層で比較し最小値を組み合わせる方法。

2.2.3 ダンパー配置の効率性評価

　提案した組み合わせ配置 (Proposal2)は、剛性比例・全層同一・刺激関数比例の 3種を組み合わせる

ことで対象モデルの上層部と下層部でダンパー量を最も多く減らすことができる。しかし、2次モード

以上の高次成分の寄与が大きくなる固有周期の長いモデルに適用した場合は上層部で設計目標を満足で

きないケースが存在する。その場合、上層でのダンパー台数は Proposal2よりも多くなる Proposal1を

選択するなど、対象とするモデルの固有周期に応じてダンパー配置の組み合わせ方法を変更することが

効率的な設計につながってくる。そこで、ダンパー配置方法の効率性を評価する。対象モデルの固有周

期に応じた効率的な配置方法の傾向を示す評価グラフを作成した。

評価値の構成

　 2.2.2項で挙げた 5種のダンパー配置方法の効率性を「ダンパーの合計台数」と「入力地震波倍率」の

2つの評価項目によって評価する。「ダンパーの合計台数」は、オイルダンパー 1本あたりの減衰力を

1000kNとして選定したときの合計台数である。「入力地震波倍率」は、ダンパーを配置した制振モデル

の主架構の最大塑性率が 3.0となる時の入力地震波倍率である。算出方法の概念図を図 2-3に示す。本
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章では、損傷の許容値としての最大塑性率を 2.0程度と想定している。塑性化の影響がより大きくなる

場合の傾向を把握するために、最大塑性率は 3.0と設定した。「ダンパーの合計台数」及び「入力地震波

倍率」はそれぞれ剛性比例配置を基準に数値化 (表 2-1)し、式 (2-9)に示す 2つの評価項目の積で評価

値を構成している。ダンパー配置方法の優劣は、評価値の大小によって判断する。

○○配置の評価値 =
1

○○配置のダンパー台数
剛性比例配置のダンパー台数

×
○○配置の地震波倍率
剛性比例配置の地震波倍率

(2-9)

なお、式 (2-9)での評価には以下の条件を設定しておく。

・あるダンパー配置を評価する場合、評価対象のダンパー配置と基準となる剛性比例配置は同等な 1次

のモーダル減衰定数を有する。

・いずれかの層にダンパーを配置する。つまりダンパーを設置しない場合は評価の対象とならない。

・主架構の塑性化は 3程度までとする。

図 2-3 ダンパー台数と入力地震波倍率の概念図

23



表 2-1 配置法の評価

Evaluation items Numerical value of Evaluation items

Number of dampers
Number of dampers determined by any arrangement

Number of dampers determined by Arrange1

Magnification of

Seismic waves

Inputwave amplification of any arrangement

Inputwave amplification of Arrange1
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効率性の評価

　固有周期に応じたダンパー配置の効率性を評価するため、表 2-2に示す 1次固有周期が異なる 5つの

モデルに対して提案した各ダンパー配置を適用し、式 (2-9)による評価値を算出した。5つの建物モデ

ルの諸元表を表 2-3～表 2-7に示す。入力地震動は、JMA-Kobe 1995 NS、Hachinohe 1968 NS、Taft

1952 EW、El-Centro 1940 NS、BCJ-L2の計 5波とし、平均化処理をして評価値を算出している。傾向

を示した評価グラフを図 2-4～図 2-6に示す。図ではモデルの 1次固有周期ごとに各配置の評価値をプ

ロットし、最小自乗法による近似直線でダンパー配置の傾向を示している。なお、各図はダンパー台数

毎の傾向を把握できるように、制振モデルの 1次モードの粘性減衰定数 hの大きさごとに分けて作成し

た (h = 0.05、0.1、0.2)。剛性比例配置を基準に評価項目を数値化しているため、モデルの固有周期に関

わらず、剛性比例配置の評価値は 1.0で一定である。例えばある配置方法の評価値が 1.0よりも大きけれ

ばその配置は相対的に剛性比例配置よりも効率的と判断でき、反対に評価値が 1.0を下回れば剛性比例

配置よりも効率的でないと判断する。グラフから固有周期の短いモデルでは剛性比例・全層同一・刺激

関数比例の 3種を組み合わせた配置方法 (Proposal2)が効率的であるが、高次モードの影響が比較的大

きく寄与する長周期のモデルでは剛性比例・全層同一の 2種を組み合わせた配置 (Proposal1)、もしくは

剛性比例配置単独としたほうが効率的であることがわかる。また、付与する粘性減衰定数が大きくなる

にしたがって剛性比例・全層同一・刺激関数比例の 3種を組み合わせた配置方法 (Proposal2)の評価値

は低くなる傾向がある。

　評価グラフの作成において、特性の異なる地震動での結果を平均化して最小自乗法で傾向を近似する

ことは、本来は厳密性を欠くが、設計初期段階においてダンパー台数を概算することを目的とすればお

およその傾向を捉えていると筆者らは考えている。
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表 2-2 解析モデル一覧

Number of stories Natural period(sec)

Model1 10 1.4

Model2 15 1.8

Model3 20 2.5

Model4 26 2.7

Model5 41 3.3

表 2-3 解析モデル諸元（10層建物モデル）
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表 2-4 解析モデル諸元（15層建物モデル）
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表 2-5 解析モデル諸元（20層建物モデル）
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表 2-6 解析モデル諸元（26層建物モデル）
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表 2-7 解析モデル諸元（41層建物モデル）
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図 2-4 ダンパー配置法の評価（減衰定数 5%）
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図 2-5 ダンパー配置法の評価（減衰定数 10%）
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図 2-6 ダンパー配置法の評価（減衰定数 20%）
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　参考として、各評価値を算出した際のダンパー台数及び地震波倍率に関する因子毎の評価値を図 2-7～

図 2-21にまとめておく。刺激関数比例配置 (Arrange3)は 1次モードで揺れる位置に多くダンパーを配

置することで 1次モードの減衰定数を効率よく高めることができ、ダンパー台数の評価値は高くなる。

一方、高次モードに付与される減衰定数は小さくなるので、高次モードが影響する地震波倍率は小さく

なる傾向がある。
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図 2-7 各因子の評価値（10層モデル、h=0.05）

図 2-8 各因子の評価値（10層モデル、h=0.1）

図 2-9 各因子の評価値（10層モデル、h=0.2）
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図 2-10 各因子の評価値（15層モデル、h=0.05）

図 2-11 各因子の評価値（15層モデル、h=0.1）

図 2-12 各因子の評価値（15層モデル、h=0.2）
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図 2-13 各因子の評価値（20層モデル、h=0.05）

図 2-14 各因子の評価値（20層モデル、h=0.1）

図 2-15 各因子の評価値（20層モデル、h=0.2）
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図 2-16 各因子の評価値（26層モデル、h=0.05）

図 2-17 各因子の評価値（26層モデル、h=0.1）

図 2-18 各因子の評価値（26層モデル、h=0.2）
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図 2-19 各因子の評価値（41層モデル、h=0.05）

図 2-20 各因子の評価値（41層モデル、h=0.1）

図 2-21 各因子の評価値（41層モデル、h=0.2）
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2.3 簡易設計法の構築

2.3.1 応答性能設計図表

　制振設計を容易にするためには入力に対してモデルの応答特性を考慮しつつ目標とする性能をどのよ

うな仕様で実現できるかを簡便に把握できる方法が必要となる。石丸・秦らは「エネルギースペクトル

の変数分離」の考え方に基づき応答性能設計図表を提案している 2-1)。粘性ダンパーや弾塑性ダンパーを

併用したモデルのエネルギー応答の等価な速度スペクトル SBi(T
′

)は地震動のスペクトル特性 pSv,10(T0)

と、固有周期 TE、 粘性減衰定数 h0、 塑性率 µd、バイリニア係数 pdなどのモデルパラメータ、さらに

は粘性ダンパーのパラメータ µvや pvが複雑に影響し合うが、こうした複雑な関係を式 (2-10)のように

工学的な意味で変数分離している。それにより、実験式 κ10と設計用の弾性応答スペクトル pSv,10(T0)

との積から弾塑性応答の最大値を簡易に予測することが可能となっている。この実験式 κ10を図化する

ことで簡易に応答予測及び、目標応答を満足する設計パラメータを求めることができる。

SBi(Teq) ≈ pSv,10(T0) · κ10(h0, µv, pv, µd, pd) (2-10)

　応答性能設計図表による設計方法は、バイリニア型弾塑性モデルと粘性減衰モデルを有する 1質点系

モデルの応答値を予測、また目標応答値を満足するための弾塑性パラメータ µd、pd(図 2-22参照)と粘

性減衰パラメータ h0、µv、pv (図 2-23参照)の組合せを逆算的に求めることができる方法である。

　この手法は、入力地震動の応答スペクトルと定常応答における 1質点系モデルパラメータ µd、pd、h0、

µv、pvから求まる応答倍率の掛け算による方法であり、式 (2-10)に示した「エネルギースペクトルの変

数分離」という概念に基づき理論構築を行っている。図 2-24に示すように式 (2-14)のエネルギースペ

クトル SBiが、弾性周期 T0から式 (2-27)の等価周期 Teqにシフトすることで応答スペクトル pSv,40(T0)

との比がほぼ一定になることから、地震動特性に依存しない応答倍率式を誘導することができる。その

応答倍率式は、式 (2-11)の弾塑性モデルの修正エネルギー式 EBi,d と式 (2-12)の粘性減衰モデルの修

正エネルギー式EBi,hの和を運動エネルギーに変換することで、式 (2-13)に示す擬似速度 SBiを算出す

る。式 (2-13)を代入して式 (2-14)になり、式 (2-14)と式 (2-10)の関係から、式 (2-15)の関係式が導か

れて式 (2-16)のように変換できる。さらに変換することで、応答変位倍率式である式 (2-17)を導くこ

とができる。次に、系の最大絶対加速度の評価式を導くため、式 (2-18)に示すような等価円振動数 ωeq
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の等価弾性系で調和振動するものと仮定し、x = asinωeqtで定常振動しているものとすれば式 (2-19)で

表され、その絶対値は式 (2-20)となる。式 (2-20)の ω2
eqaは最大変位時のバイリニア型弾塑性系の最大

荷重の加速度換算値 Amax,dを示している。式 (2-21)の Amax,dは、式 (2-22)の関係にあり、その関係

から式 (2-23)を求めることができる。式 (2-23)を式 (2-21)に代入すれば、絶対加速度と応答変位の関

係式である式 (2-24)が導かれる。式 (2-24)から図 2-28に示す応答性能設計図表が作図可能である。な

お、バイリニア型弾塑性系の塑性率が 3以下の場合にはエネルギー吸収量が小さいため、粘性減衰定数

h = 10%の擬似速度応答スペクトル pSv,10により変数分離が行われ、その精度も確認されている。

EBi,d =
1

2
k2x2e,d{6(µd − 1)(1− pd) + pd(µ

2
d + 1) + 1} (2-11)

EBi,h =
1

2
πC0VmaxDmax

[

1 +
2(1− pv)

π

{

√

µ2
v − 1

µ2
v

− cos−1(
1

µv
)
}

]

(2-12)

1

2
mS2

Bi = EBi,d + EBi,h (2-13)

SBi = ω0x
2
e,d{6(µd−1)(1−pd)+pd(µ

2
d−1)}+π2h0ω0ωeqDmax

[

1+
2(1− pv)

π

{

√

µ2
v − 1

µ2
v

−cos−1(
1

µv
)
}

]

(2-14)

SBi = pSv,40 · κ40(h0, µv, pv, µd, pd) = ω2
0x

2
x,d[{6(µd − 1)(1− pd) + pd(µ

2
d − 1) + 1}+ π2heqµ

2
d

γ
] (2-15)

(
ω0xe,d

pSv,40
) =

κ40(h0, µv, pv, µd, pd)
√

{6(µd − 1)(1− pd) + pd(µ
2
d − 1) + 1}+ π2heqµ2

d

γ

(2-16)

(Dmax

D40

)

=
µd

γ

(ω0xe,d

pSv,40

)

(2-17)

−(ẍ+ g̈) = 2h
′

eqωeqẋ+ ω2
eqx (2-18)
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−(ẍ+ g̈) = 2h
′

eqωeqẋ+ ω2
eqx = ω2

eqa(2h
′

eqcosωeqt+ sinωeqt) (2-19)

−|ẍ+ g̈|max = ω2
eqa

√

1 + 4h′2
eq (2-20)

ABSmax = Amax,d

√

1 + 4h′2
eq (2-21)

Amax,d = {1 + pd(µd − 1)}Ay,d

(Ay,d

A40

)

= γ
(ω0xe,d

pSv,40

)

,
(Amax,d

A40

)

=
(Ay,d

A40

)

{1 + pd(µd − 1)} (2-22)

Amax,d =
γ2

µd
{1 + pd(µd − 1)}

(Dmax

D40

)

A40 (2-23)

(ABSmax

A40

)

=
γ2

µd
{1 + pd(µd − 1)}

√

1 + 4h′2
eq

(Dmax

D40

)

(2-24)

γ = 1 +

√

µd

1 + pd(µd − 1)
−
√

2

1 + pd
µd ≥ 3

γ = 0.155
( µd

1 + pd(µd − 1)

)

+ 0.845 µd ≥ 3 (2-25)

h
′

eq =
(E

′

d + E
′

h)

4πEeq,d
(2-26)
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図 2-22 バイリニア履歴のモデル
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図 2-23 非線形オイルダンパーのモデル
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図 2-24 エネルギースペクトルと擬似速度応答スペクトルの関係（左：El Centro 1940
NS、右：JR鷹取 1995 NS）
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2.3.2 設計手法と設計手順

　本設計法では、応答性能設計図表から設計目標を満足するために必要な粘性減衰定数を求め、提案し

たダンパー配置方法により適正なダンパーパラメータを決定することで時刻歴応答解析による計算負荷

を軽減し、設計の簡易化を図っている。設計法のフローと各手順の詳細を図 2-25に示す。

図 2-25 簡易設計フロー

1⃝ 対象モデル及び設計用入力地震動の設定

　建物モデルと入力地震動を設定する。

2⃝ 目標クライテリアの設定

　本論文では主架構の塑性化を考慮に入れ、目標クライテリアとして各層の塑性率の最大値を決定する。
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3⃝ 塑性化を考慮した動特性の把握

　目標クライテリアとして設定した各層の塑性率を用いて複素固有値解析を行う。石丸らの等価線形化

法 2-4)に基づき、塑性化を考慮した対象モデルの動特性（等価周期 Teq及び等価粘性減衰定数 heq）を把

握する。図 2-26に示すようにバイリニア型の履歴特性を定常振動していると仮定してフーリエ級数の第

1項である楕円で近似する手法を採用している。塑性率とバイリニア係数を設定することにより、剛性

は複素ばねとして評価される。なお、等価周期は、履歴減衰も存在する系の実効円振動数として弾塑性

時刻歴応答解析の統計的平均値から得られた式 (2-27)で定義されたものである。塑性率が小さい場合に

は、複素固有値解析から算出される周期がほぼ同等となるため、本論では代用している。
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図 2-26 バイリニア履歴の等価線形化

Teq = T0

{

1 +

√

µd

1 + pd(µd − 1)
−
√

2

1 + pd

}

µd ≥ 3

Teq = T0

{

0.155

[

µd

1 + pd(µd − 1)

]

+ 0.845
}

µd ≥ 3 (2-27)
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4⃝基準座標Dmaxの算出

　対象モデルの基準となる変形量Dmaxを式 (2-28)より算出する。nを変化させた時の最小値がDmax

である。

Dmax = min(
nµd · nxe

nβγ
) (2-28)

nµd:塑性率 、 nxe:弾性限変形 、 nβγ:層間刺激関数 、 n:層

5⃝ 目標粘性減衰定数 hGDの仮定

　設計対象のモデルに付与する粘性減衰定数 hGDを仮定する。

6⃝ 応答スペクトルから定点周期における変位量D10の読取

　式 (2-8)の係数を 0.5として付加剛性比κkについて解くと式 (2-29)となる。さらに、式 (2-5)、式 (2-6)

の T0を等価周期 Teqとすれば式 (2-30)、式 (2-31)となる。また、式 (2-32)は、擬似速度応答スペクト

ル値を等価固有円振動数で除したものであり、速度を変位に換算したものである。式 (2-29)、式 (2-30)

から定点周期を算出し、設計用入力地震動の定点周期における粘性減衰定数 h = 10%の擬似速度応答ス

ペクトル pSv,10を読み取って変位量D10(添え字 10は h = 10%を意味する)を算出する。次に 4⃝で算出

したDmaxを用いて目標変位倍率Dmax/D10を求める。

κk =
4hGD

1− 2hGD
(2-29)

Tp = Teq

√

2

2 + κk
(2-30)

T∞ =
Teq√
1 + κk

(2-31)

D10 =
pSv,10

ωeq
(2-32)
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7⃝ 応答性能設計図表による減衰定数の推定

　目標となる粘性減衰定数を応答性能設計図表から推定する場合に必要となるパラメータは次に示す通

りである。

・対象モデルのバイリニア係数 pd

・対象モデルの塑性率 µd

・速度応答スペクトル Sv,10

・擬似速度応答スペクトル pSv,10

・目標変位倍率Dmax/D10

以上の 4指標を算出し、応答性能設計図表から必要な粘性減衰定数を推定する。ここで手順 5⃝で仮定し

た値と近似しなければ粘性減衰定数を再度仮定し直す。この過程を行うことで定点における過不足のな

い最適な粘性減衰定数を把握することが可能となる。

8⃝～10⃝ダンパーパラメータの決定と時刻歴応答解析

　推定した粘性減衰定数を基に提案したダンパー配置方法により各層のダンパーパラメータを決定し、

時刻歴応答解析を実施する。
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2.4 提案手法の精度検証

　前節の手順に従った設計事例を示す。

1⃝ 対象モデル及び設計用入力地震動の設定

　対象モデルはパッシブ制振構造設計・施工マニュアル 2-2)に掲載されているテーマストラクチャーの

10層及び 20 層せん断型質点系モデルとし、内部減衰はレイリー型で h1 = h2 = 2%とする。非制振時

の固有値解析結果を表 2-8に示す。設計用入力地震動は、最大速度を 50cm/sと 75cm/sに基準化した

BCJ-L2波を用いる。図 2-27にそれぞれの応答スペクトルを示す。なお、表 2-9に諸元を示す 10層モ

デルを例にして設計手順を示すこととし、20層モデルについては最後に結果のみを示す。

2⃝ 目標クライテリアの設定

　目標クライテリアは、50cm/sに基準化したBCJ-L2波に対して最大塑性率を1.0（弾性限以内）、75cm/s

入力に対しては構造躯体の塑性化を考慮して最大塑性率を 2.0とする。表 2-10に各レベルの目標クライ

テリアを示す。

表 2-8 非制振モデルの固有値解析結果

model

1stmode 2.01 1stmode 0.02

2ndmode 0.76 2ndmode 0.02

3rdmode 0.46 3rdmode 0.03

1stmode 3.7 1stmode 0.02

2ndmode 1.41 2ndmode 0.02

3rdmode 0.86 3rdmode 0.03

T eq (sec) h eq

10 story model

20 story model
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図 2-27 応答スペクトル（BCJ-L2、減衰定数 10%）

表 2-9 解析モデル諸元（10層モデル）
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表 2-10 設計クライテリア

48



3⃝ 塑性化を考慮した動特性の把握

　非制振対象モデルに対して時刻歴応答解析を実施する。得られた各層の最大塑性率から目標となる塑

性率を決定する。表 2-11より 50cm/s入力の場合には第 9層で最大塑性率が 1.73となっていることか

ら、設定した目標クライテリア 1.0となる倍率 0.58を各層に乗じた結果を目標塑性率とする。複素固有

値解析より、塑性化を考慮した対象モデルの動特性を把握する。75cm/s入力に対しても手順は同様であ

る。

表 2-11 目標塑性率

4⃝ 基準座標Dmaxの算出

　対象モデルの基準となる変形量Dmaxを式 (2-28)より算出する。

5⃝～ 7⃝ 応答性能設計図表による必要減衰定数の推定

　手順 5⃝より、仮定した粘性減衰定数を基に式 (2-30)から定点周期 Tpを把握し、粘性減衰定数 h = 10%

の擬似速度応答スペクトルを読み取って定点周期における変位量 D10 を算出する。次に手順 4⃝で求め
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た基準座標変形 Dmax と D10 を用いて目標変位応答倍率 Dmax/D10 を算出して応答性能設計図表より

目標となる粘性減衰定数を読み取る。読み取った粘性減衰定数が仮定した値と近似しない場合は手順 5⃝

に戻る。本例では BCJ-L2波 50cm/s入力時に必要な粘性減衰定数は hGD = 0.1となり、75cm/s入力

では hGD = 0.05となった。75cm/s入力の場合を例にすると、式 (2-28)から Dmax = 0.34mとなる。

hGD = 0.05と定すると Tp = 2.05secとなり、応答スペクトル値を読み取ってD10 = 0.32mを算出する。

Dmax/D10 = 1.05となり、図 2-28より µd = 2.0の線との交点から h = 0.05が求まり、仮定と近似して

終了となる。図 2-28は 75cm/s入力時の応答性能設計図表の読み取り例である。応答性能図表は、実効

固有円振動数の等価弾性系で調和振動するものと仮定して導出されたものであり、基準座標絶対加速度

ABSmaxを h = 10%時の加速度 A10で除した目標加速度応答倍率と目標変位応答倍率の関係を把握で

きる。計算式等は、2.3.1項にまとめてある。

図 2-28 応答性能設計図表による必要減衰量の評価

8⃝ ダンパー配置の決定

　入力レベル 50cm/s及び 75cm/sに対して設定した粘性減衰定数を基に各層のダンパーパラメータを

決定する。各ダンパー配置を適用した制振モデルの複素固有値解析結果を表 2-12に示す。１次モードの

減衰定数が応答性能設計図表から設定した粘性減衰定数よりも大きいことが確認できる。表 2-12の Teq

及び heq は主架構の非線形性を考慮して評価される等価周期と等価粘性減衰定数である。
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・剛性比例配置 (Arrange1)

ダンパーパラメータを主架構剛性の比例倍に決定する方法である。50cm/s入力に対しては、減衰係数

は主架構剛性の 0.13sec倍、取付部剛性は 0.45倍となった。75cm/s入力に対しては、減衰係数は主架構

剛性の 0.09sec倍、取付部剛性は 0.19倍となった。

・全層同一配置 (Arrange2)

全層のダンパーパラメータを同一に決定する方法である。50cm/s入力に対しては、減衰係数は 45,973kN・

sec/m、取付部剛性は 131,351kN/mとなった。75cm/s入力に対しては、減衰係数は 27,000kN・sec/m、

取付部剛性は 54,000kN/mとなった。

・刺激関数比例配置 (Arrange3)

対象モデルの 1次層間刺激関数に対して比例倍となるようにダンパーパラメータを決定する配置方法で

ある。

・組み合わせ配置 (剛性比例・全層同一)(Proposal1)

剛性比例配置・全層同一配置により決定した各層のダンパーパラメータを比較し、最小値をとる。

・組み合わせ配置 (剛性比例・全層同一・刺激関数比例)(Proposal2)

剛性比例配置・全層同一配置・刺激関数比例配置により決定した各層のダンパーパラメータを比較し最

小値をとる。
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表 2-12 複素固有値解析結果（上段：50cm/s入力、下段：75cm/s入力）

9⃝ オイルダンパーの選定

　 2つの入力レベルに対して設定した減衰係数 cdを基にリリーフ機構を有するオイルダンパーを選定す

る。まずはオイルダンパーを線形とした場合の解析を行う。減衰係数 (c50cm/s、c75cm/s)と、夫々の応答

解析から得られる最大速度 (v50cm/s、v75cm/s)及び最大減衰力 (F50cm/s、F75cm/s)の関係は図 2-29とな

る。参考のため図中には 10層モデル第 1層の各種数値を記している。選定するオイルダンパーの台数

は、１次粘性減衰係数が 50cm/s用の減衰係数 c50cm/sと 75cm/s用の c75cm/sの大きい方と同等以上と

なるように決定する。リリーフ速度を粘性減衰係数が大きい方の弾性解析時の最大速度より大きくなる

ように設定し、50cm/s入力時にはリリーフ速度に達しないようにする。その条件下で、必要減衰係数量

となる c50cm/sをオイルダンパー 1台当たりの 1次粘性減衰係数で除して台数を算出する。第 1層の例で

は、37,795/9,380で 4台となる。なお、選択した非線形オイルダンパーで v75cm/s時の減衰力が F50cm/s

より大きくなり 75cm/s入力時に必要な履歴面積は確保されることを確認する。他の層においても同様

の手順で算定すれば良い。

　表 2-13にオイルダンパーの選定結果を示す。ダンパーは既製品から選択することとした。ダンパーは、

最大速度 0.3m/sec入力時の最大減衰力（kNの前の数字）で分類されており、選択した各層のリリーフ

速度、ダンパーの本数、1次粘性減衰係数および 2次減衰比をまとめてある。10層モデルでは最大減衰
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力が異なる 3種のオイルダンパーを計 36本選択した。剛性比例配置の場合は、計 50本となった。減衰

力の総計を比較すると Proposal2は 35,600kN、剛性比例配置は 52,000kNとなり、提案した配置方法を

用いることでより少ないダンパー台数となる。なお、剛性比例配置の選定結果は表 2-14に示す通りであ

る。

図 2-29 非線形オイルダンパーの設定

53



表 2-13 提案配置のダンパー台数（上段：10層モデル、下段：20層モデル）

10 1 1 2 9,380 0.19

9 1 1 2 15,630 0.19

8 1 3 4 21,880 0.19

7 3 1 4 28,130 0.19

6 3 1 4 28,130 0.19

5 1 3 4 34,390 0.19

4 1 3 4 34,390 0.19

3 3 1 4 28,130 0.19

2 1 3 4 34,390 0.19

1 4 4 37,520 0.19

Damping

coefficient

(kN･sec/m)

Damping

ratio

Number of damper

1000kN
FL

0.128

Relief

velocity

(m/sec) 500kN 1500kN 2000kN total

20 0.128 4 4 75,000 0.04

19 6 6 75,000 0.07

18 6 6 75,000 0.07

17 3 3 6 93,750 0.07

16 2 4 6 100,000 0.07

15 2 4 6 100,000 0.07

14 2 4 6 100,000 0.07

13 1 5 6 106,250 0.07

12 1 5 6 106,250 0.07

11 3 3 6 131,250 0.07

10 2 4 6 137,500 0.07

9 2 4 6 137,500 0.07

8 6 6 150,000 0.07

7 6 2 8 162,500 0.07

6 6 2 8 162,500 0.07

5 4 4 8 175,000 0.07

4 4 4 8 175,000 0.07

3 4 4 8 175,000 0.07

2 4 4 8 175,000 0.07

1 4 4 8 175,000 0.07

FL

Relief

velocity

(m/sec)

Number of damper

0.064

Damping

coefficient

(kN･sec/m)

Damping

ratio500kN 1000kN 1500kN 2000kN total
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表 2-14 剛性比例配置のダンパー台数（上段：10層モデル、下段；20層モデル）

10 4 4 25,000 0.19

9 4 4 25,000 0.19

8 2 2 4 31,260 0.19

7 4 4 37,520 0.19

6 4 2 6 43,760 0.19

5 3 3 6 46,890 0.19

4 1 5 6 53,150 0.19

3 1 5 6 53,150 0.19

2 1 5 6 53,150 0.19

1 4 4 37,520 0.19

Damping

ratio500kN 1000kN 1500kN 2000kN total

0.128

FL

Relief

velocity

(m/sec)

Number of damper Damping

coefficient

(kN･sec/m)
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10⃝ 時刻歴応答解析

　図 2-30、図 2-31に 10層および 20層モデルの時刻歴応答解析結果を示す。提案したダンパー配置方

法が 2つの入力レベルにおいて目標クライテリアを概ね満足しており、設計初期段階の検討としては十

分な精度と言える。

　ここで、ダンパーを下層部に集中して配置した場合の影響を確認しておく。図 2-30には 10層モデル

の第 1層から第 4層のみ（各層に 1000・1500 kNダンパーを 1・5台ずつ配置）、図 2-31には 20層モデ

ルの第 1層から第 8層のみ（2000kNダンパーを第 1～6・7～8層に 18・14台ずつ配置）に全層同一配

置と同様の手順で 1次のモーダル減衰定数が同等となるようにダンパーを集中して配置した場合の結果

も重ね書いてある。50cm/s入力時には目標クライテリアである弾性範囲内を満足しているが、主架構

の塑性化を考慮した 75cm/s入力の場合にはダンパーを特定の層に集中して配置するとダンパー非設置

層で大きく塑性化して目標を満足しない傾向がみられた（剛性比例配置での 75cm/s入力の場合の最大

塑性率は 1.3）。

　図 2-32では提案法と下層集中配置時の高次モードの影響を比較している。刺激関数に基準座標応答値

を乗じてモードの応答とし、それぞれ 1次モードのみと 3次までの SRSSによる評価値を重ね書いてあ

る。SRSSによる評価は過大気味ではあるが、ダンパーが配置されていない層では、1次のモード形の変

化とともに、2～3次モードの影響も大きくなっている。ダンパーはなるべく全層に分散させることが望

ましく、高次モードの影響が大きい場合には上層でのダンパー台数が多くなる Proposal1が効率的だと

言える。

　図 2-33～図 2-40には、10層及び 20層建物モデルに対して設計した各配置方法の応答解析結果（絶対

加速度・速度・層変位・層間変形）をまとめてある。提案配置の加速度は若干大きめとなるものの、速

度や変位、層間変形は概ね剛性比例配置の場合と同程度となっていることが分かる。
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図 2-30 応答解析結果（10層モデル）

図 2-31 応答解析結果（20層モデル）
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図 2-32 モーダル応答量の比較
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図 2-33 10層モデルの応答絶対加速度（左図が 50cm/s入力、右図が 75cm/s入力）

図 2-34 10層モデルの応答速度（左図が 50cm/s入力、右図が 75cm/s入力）
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図 2-35 10層モデルの応答層変位（左図が 50cm/s入力、右図が 75cm/s入力）

図 2-36 10層モデルの応答層間変位（左図が 50cm/s入力、右図が 75cm/s入力）
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図 2-37 20層モデルの応答絶対加速度（左図が 50cm/s入力、右図が 75cm/s入力）

図 2-38 20層モデルの応答速度（左図が 50cm/s入力、右図が 75cm/s入力）
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図 2-39 20層モデルの応答層変位（左図が 50cm/s入力、右図が 75cm/s入力）

図 2-40 20層モデルの応答層間変位（左図が 50cm/s入力、右図が 75cm/s入力）
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2.5 結言

　本章では、オイルダンパーを用いたC型制振構造物の簡易設計法の提案を行った。また、合わせてオ

イルダンパーの効率的な配置法についても提案した。オイルダンパーの配置法の効率性は複数の建物モ

デル及び入力地震動を用いて評価した。構築した設計フローを利用した 10層及び 20層建物モデルにお

ける設計例を示し、時刻歴応答解析により応答量を確認した。検討によって得られた知見を以下に示す。

○ 設計対象建物モデルの固有周期に応じて、効率的なダンパーの配置方法は異なる。固有周期が短

い場合には高次モード成分の影響が少なく、剛性比例・全層同一・刺激関数比例配置により各層の

ダンパーパラメータを決定することで効率的となる。また、固有周期が長く高次モードの影響が

大きい場合には、剛性比例・全層同一配置の組み合わせを用いることで効率的となる。

〇 10層建物モデルによる試設計例では、既往研究にある剛性比例型に配置する場合と比較して 3割

減程度のダンパー台数で同等のクライテリアを満足できることを確認した。

○ 主架構の塑性化を許容する場合には、特定層のみに集中してダンパーを配置するとダンパー台数

が少ない層で塑性化が進行する傾向がある。ダンパーは各階に分散して配置することが望ましい。

○ 定点理論に基づく最適設計の考え方及び応答性能設計図表を利用することによってクライテリア

を満足するために設計対象建物に付与すべき必要減衰定数が明確となる。固有周期に応じて簡易

に各階のダンパー台数を決定することが可能である。

〇 簡易設計法を用いた試設計例を示し、設計初期段階のダンパー台数を概算する上では十分な精度

を有していることを確認した。

　なお、オイルダンパーを用いたC型制振構造物では各階のダンパー台数が過剰となる場合も多く、配

置法による効率性の向上だけでは限界がある点が課題と言える。

63



参考文献

2-1) 秦 一平、石丸辰治、長谷川 純：非線形粘性ダンパーと弾塑性ダンパーを併用した系の応答性能設

計手法、日本建築学会構造系論文集、第 617号、pp.47-54、2007.7

2-2) JSSI：パッシブ制振構造 設計・施工マニュアル 第 3版

2-3) 石丸辰治、秦 一平、三上淳治、公塚正行：付加剛比によるD.M.同調システムの簡易設計法、日本

建築学会構造系論文集、第 75巻、第 654号、pp.1455-1464、2010.8

2-4) 石丸辰治、江原栄次、石垣秀典、森川和彦：パッシブ型制震構造物の等価線形化による応答解析法、

日本建築学会構造系論文集、第 66巻、第 542号、pp.91-98、2001.4

64



3 ダイナミック・マスを利用したMC型制振システム

3.1 緒言

　従来の制振構造では、粘性・粘弾性ダンパーやオイルダンパーを用いた減衰操作による制御や履歴型

ダンパーや座屈拘束ダンパー、摩擦ダンパーを用いた剛性操作による制御によって振動エネルギーを吸

収させるのが一般的である。近年、慣性質量効果を利用する制振システムの研究開発が精力的に進めら

れ、実案件で適用される事例も増えつつある。

　マスダンパーによる同調を利用した研究として、石丸・秦らは直列ばねを連結部材として利用し、D.M.

と粘性ダンパーを並列に配置したD.M.同調システム及びその簡易設計手法を提案している 3-1, 2)。本章

ではその拡張を図る。同調モードを 1次モードのみに限定せず、2次モード等の高次モードも同時に制

御する制振システムを構築する。制振装置を配置する場合には制振層の剛性を低減させることが制振効

果の向上に繋がることは知られているものの、その効果を定量的に評価した報告は見られない。そこで、

層剛性の低減効果も評価した上で、効率性を積極的に活用した設計自由度のある制振システムを提案す

る。原系の剛性も調整しながら制振システムを構築している点が、大きな特徴である。なお、石丸・秦

らによって提案されている複素固有値を利用した簡便な最適パラメータの設定手法 3-1,2)は多自由度系

で成立することも示されているが、複数のモードを同時に同調させる場合にも適用可能であることも合

わせて確認する。

　本章の構成を記す。3.2節では、縮約モデルを構築し、パラメータスタディによる解析的な検討を行

う。剛性低減の効果にも着目して、提案システムの制振性能を評価する。3.3節では、提案システムの

妥当性を振動実験により検証する。3.4節では、20層の建物モデルにおいて制振デバイスの設定例を示

す。時刻歴応答解析によって提案システムの応答低減効果を確認し、その有用性を確認する。3.5節では

D.M.同調システムの配置方法に関する効率性を評価する。
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3.2 層剛性低減を利用した複数モードの制御

　 3.2節では、パラメータスタディによってD.M.同調システムの制振効果を定量的に評価する。複素固

有値解析を利用したパラメータ設定手法が複数モードを制御する場合においても適用可能であることを

確認するとともに、層剛性を低減する効果の把握も試みる。

3.2.1 検討モデルの構築

　検討モデルを図 3-1に示す。本章では、鉄骨造 20層の建物を想定している。振動実験を行うことを考

慮して、8質点系に縮約した基本モデルを構築した。基本モデルの諸元を表 3-1に示す。なお、1次モー

ド及び 2次モードで 1%となるレーリー型の減衰を設定している。表 3-2に固有値解析結果、図 3-2に刺

激関数を示す。考察の一助となるように、層間の刺激関数も併記した。

図 3-1 検討モデルの概要
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表 3-1 基本モデルの諸元

層
質量 m j

(kg)

剛性 k j

(kN/m)

8 1,000 160

7 1,000 180

6 1,000 205

5 1,000 225

4 1,000 250

3 1,000 270

2 1,000 295

1 1,000 315

表 3-2 基本モデルの固有値

モード
固有周期

T j  (s)
粘性減衰
定数 h j

1 2.10 0.01

2 0.76 0.01

3 0.47 0.01

4 0.35 0.02

5 0.29 0.02

6 0.25 0.02

7 0.22 0.03

8 0.20 0.03
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図 3-2 基本モデルの刺激関数（左：層、右：層間）
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3.2.2 パラメータスタディ

a)　制振モデルの設定

　制振モデルでは、基本モデルの層間にD.M.を配置する。1次モードを第 i層（第 1～8層の 8通り）の

み、2次モードを第 j層のみ（1次モードの制振層とする第 i層以外の 7通り）で同時に制御する。なお、

本検討では、制振装置を配置する層剛性の低減率 (0.1～0.9の 9通り)もパラメータとする（計 8*7*9=504

ケース）。制振モデルの制振層の剛性は基本モデルの層剛性に剛性低減率を乗じたものとし、制振層以外

は基本モデルと同じ剛性とする。剛性低減率は、剛性低減量が大きいほど小さい値となる。同調設計を

する際に各制振層に設定する取付部の剛性 kdiは層剛性の低減分とし、トータルとして各層での剛性は

基本モデルと同じになる条件とした。既往の研究によれば、取付部剛性が大きいほど付与できる減衰定

数も大きくなる 3-1,2)。鉄骨量が等しくなると同時に、取付部の剛性は剛性低減率が小さいほど減衰効率

が向上するような設定としている。

b)　同調設計の手順

　同調設計は既往研究の最適設計手順 3-1,2)に従う。まずは、取付部剛性を設定して、式 (3-1)より付加

剛性比 κkを算出する。ここで、T0及び T∞は、D.M.同調システムの粘性減衰係数 cdを 0及び∞とした

場合の制振対象モードの固有周期である。次に、最適同調式である式 (3-2)が成立するように D.M.量

を算出する。T0,j は制振対象モードの固有周期、T0,D.M.はD.M.を付与することによって新たに生成さ

れる振動モードの固有周期である。式 (3-2)を満足させることで、減衰値によらずに応答倍率曲線が通

る二つの定点の高さが揃うこととなる。最後に最適減衰式である式 (3-3)が成立するように減衰定数 hj

を算出する。複素固有値解析の繰り返しにより調整するという手順となる。2次モードの最適値は、1次

モードの最適値を算定した後に同様の手順によって決定する。

κk =
( T0

T∞

)2
− 1 (3-1)
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T∞ =
√

T0,jT0,D.M. (3-2)

hj = 0.6

√

κk
2 + κk

(3-3)

　ここでは、一例を示す。剛性低減率を 0.5とした場合の結果であり、1次モードを第 1層、2次モード

を第 2層で制御したケースである。最適同調パラメータである表 3-3を設定した場合の固有値解析結果

を表 3-4に示す。表中の入力低減率は、式 (3-4)により算出したものである。制振システムの質量マト

リクスを用いて算出した有効質量 jM0に対するD.M.の量を 0とした質量マトリクスで算出した有効質

量 jM の比である。D.M.を有する系では入力の低減効果があるが、その入力低減率と同様の意味とな

る 3-3)。ηj が無視できる程小さい場合には応答に関係しないモードであるため、同調の収斂計算におい

ては、どのモードが対象であるかを ηj の値によって判断する。

ηj =
jM

′

jM0
(3-4)

表 3-3 最適同調パラメータ例

層 D.M. 取付部剛性 粘性減衰係数

m d 1 (kg) k d 1 (kN/m) c d 1 (kN･s/m)

10,200 158.0 14.1

m d 2 (kg) k d 2 (kN/m) c d 2 (kN･s/m)

1,200 148.0 4.4

1

2
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表 3-4 固有値解析結果例

モード
固有周期

T j  (s)
粘性減衰
定数 h j

入力低減率
η j

1 2.72 0.13 0.66

2 1.96 0.14 0.30

3 0.86 0.10 0.63

4 0.66 0.10 0.38

5 0.47 0.02 0.97

6 0.35 0.02 1.00

7 0.29 0.02 0.99

8 0.25 0.02 0.99

9 0.22 0.03 0.99

10 0.20 0.03 0.97

　主系の 1次モード（表中の 1次）で 13%、2次モード（表中の 3次）では 10%と大きな減衰定数が得ら

れている。表 3-4における 2次、4次モードは、D.M.(質量)と取付部剛性 (ばね)を直列に接続すること

により新たに発生する振動モードである。また、主系の 3～8次モード（表 3-2の 3～8次と表 3-4の 5～

10次）の固有値は全く変わっておらず、制御対象以外のモードへの影響はほとんどみられない。図 3-3

は刺激関数であるが、D.M.を付与することによって位相差が生じて複素数となる。ここでは、理解しや

すいように各層の刺激関数値を複素平面上（実軸 (Real)と虚軸 (Imag.)）にベクトルとして描画してあ

る 3-4)。ベクトルの大きさは点円線で示すともに、各層の実軸横にも数値を表記した。D.M.を付与する

ことによって新たに発生する 2次モード及び 4次モードは、それぞれ主系の 1次モード（図中の 1次）及

び 2次モード（図中の 3次）を制御するモードである。それぞれπ/2の位相差が生じており、同調関係

が成立している。図 3-4に最上層である第 8層と中間の第 4層の応答倍率を示す。点線が cd = 0、細実線

が cd = ∞とした場合の結果で、最適同調時の応答倍率は定点理論に基づき点線・細実線の交点を通る曲

線となる。D.M.を同調させることで主系の 1次と 2次モード付近の応答増幅が抑えられていることが分

かる。1次モードは減衰定数が 13%であり、固有周期付近での応答倍率は概ね 1/2h = 1/(2 ∗ 0.13) = 3.8

程度となる。
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c)　剛性低減の効果

　図 3-5に剛性低減率と 1次モードの付加剛性比及び粘性減衰定数の関係を示す。付加剛性比は石丸・

秦らが提案している式 (3-1)のκkであり、系に付与できる減衰定数は付加剛性比によって決まる。

　図 3-6は層剛性低減率と粘性減衰定数の関係で、1次モードの制振層が異なるケースの結果をまとめ

たものである。ここでは、図 3-5も合わせて差が顕著であったケースで比較する。1次モード用を第 1層

に配置した場合と第 8層に配置した場合では、結果が大きく異なっている。第 6層程度までであれば第

1層に配置した場合とあまり変わらないが、上層に配置するほど効率は悪くなる傾向にある。図 3-2に

は層間の刺激関数を示したが、第 6層より上層で 1次モードの刺激関数が小さくなっていることと対応

が良い。本検討においては、取付部の剛性値は上層ほど小さくなるが、一定値とした場合においてもほ

ぼ同様の傾向であった。また、剛性を低減する影響は大きく、制振層が同じ位置であっても粘性減衰定

数では数倍の差が生じていることも分かる。

　図 3-7は剛性低減率と 2次モードの粘性減衰定数との関係をまとめたものである。1次モード用を配

置した層の影響はほとんどどなく、剛性を低減する影響が支配的である。また、2次モード用を配置し

た層により、得られる粘性減衰定数には大きな差が生じている。

　図 3-8は剛性低下率と応答指標との関係を示したものである。ここでの応答指標とは、応答倍率を

1/2hとして最上層での刺激関数値（絶対値）との積を算定したものであり、1～4次モード寄与分を二

乗和の平方根で評価している。1次モードの粘性減衰定数の差により、1次モード用を第 8層に配置した

場合よりも第 1層に配置した場合の方が応答指標値も全体的に小さくなっている。なお、2次モード用

を第 4層に配置した時の応答指標値は他と比較して大きくなっており、効率が良いとは言えない。2次

モードの粘性減衰定数がほとんど増加していない影響である。応答指標値にほとんど差がないというこ

とは、制振装置をある程度自由な層に配置しても同程度の制振効果を期待できるということを意味して

いる。例えば第 4層を制振層とするのであれば、1次モードを制御するのが効率的と言える。

　図 3-9は同調設計で算定した 1次モード用のダイナミックマス量である。1次モード用は第 8層に配

置するよりも第 1層に配置した場合の方が全体的に大きめのマスが必要となる。なお、剛性を低減する

ことによって主系の周期は大きく異なるため、剛性低減率と必要なダイナミックマスとの関係には極大

値が生じている。
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　剛性低減率と粘性減衰係数の関係を図 3-10に示す。若干の影響はあるものの、2次モードの制振層に

関わらず、1次モード用の必要デバイス量はほぼ同等の値となっている。2次モード用の必要量は付与で

きる減衰定数に応じた値となり、2次モードで節となる第 4層が制振層となる場合にはほとんど減衰定

数を付与することはできない。

　図 3-11に示す 2次モード用のダイナミックマス量は、図 3-9と比較すると 1/10程度になっている。

制御モードの有効質量の比率が、それと同程度である。

　付与できる粘性減衰定数は付加剛性比に依存するが、取付部剛性を変えてその傾向をまとめたのが

図 3-12である。取付部の剛性によって付与できる減衰が数%増減することが分かる。

　図 3-13はBCJ-L2を入力とした場合の総入力エネルギーをプロットしたものである。剛性低減によっ

て、総入力エネルギーには若干の増減が見られた。また、1次モード用を第 8層に配置した効率の悪い

ケースにおいては、ばらつきも大きくなる傾向にあった。

　図 3-14は 1次モード及び 2次モード用ダンパーの消費エネルギー量である。剛性低減率が 0.5～0.9の

範囲では 1次モード用を配置する位置による総入力エネルギーの差はあまり大きくないため、総入力エ

ネルギーに対する比率にすると 1次モード用は第 1層に配置したケースで 6割程度、第 8層に配置した

ケースでは 4割程度となる。また、2次モード用は、1次モード用の配置層の影響は少なく 2割程度とな

る。残りは、レーリー減衰として消費されている。両者の差は明確となる。

　相対的にではあるが、応答指標値が小さい場合には 1次モードや 2次モード制御用の制振デバイスで

効率的にエネルギーが吸収される傾向がある。制振層の選択の際には応答指標値を確認することが望ま

しいが、一般的な建物の剛性分布の場合には概ね同様の傾向となる。図 3-8は 1次モード用の制振装置

を第 1層及び第 8層にしたケースであるが、それ以外の層に配置した場合の結果も把握しておけば、そ

の傾向を参考にして応答指標値が小さくなるように制振層を設定することが容易となる。
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図 3-5 層剛性低減率と 1次モード付加剛性比・粘性減衰定数の関係
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図 3-6 層剛性低減率と 1次モード粘性減衰定数の関係
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図 3-7 層剛性低減率と 1次モード粘性減衰定数の関係
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図 3-9 層剛性低減率と 1次モード用ダイナミックマスの関係
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図 3-14 層剛性低減率とダンパー消費エネルギーの関係
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3.3 振動実験による提案システムの性能検証

　 3.3節では、剛性低減効果を利用して複数モードに同調させた制振システムの有効性について、8層せ

ん断型モデル試験体を用いた振動実験により検証する。

3.3.1 実験モデルの構築

a)　試験体概要

　本実験に用いる 8層せん断型モデル試験体の立面図を図 3-15に示す。各層の質量は 1000kg、層剛性

は剛性比が最上層で 0.5で最下層で 1.0となる台形分布、1次固有周期が 2.10秒の設定は 3.2節での検討

モデルと同じである。試験体の復元力は、各層 4本設置したコイルばねに全て負担させている。つまり、

コイルばねを 1本減らす毎に層剛性が 25%低減されることになる。また、試験体にはリニアガイドを使

用することで、せん断変形のみ作用するように工夫している。図 3-16に示すように、制振装置はD.M.

と線形粘性ダンパーを並列に配置した。取付部剛性にも層剛性と同じくコイルばねを用いており、並列

に配置された制振装置と直列に配置することでD.M.同調システムが構成されている。なお、予備加振

結果（図 3-17）に基づく工学的な判断により、内部減衰はレーリー減衰で 1次、2次にそれぞれ 2%と

設定している。固有値解析の結果は、表 2の粘性減衰定数が 2倍となるだけであるため、ここでは省略

する。

b)　実験モデルの粘性減衰定数の把握

　ここでは、8層試験体モデルの減衰設定の妥当性を確認する。

　実験では本加振に先立った非制振試験体の予備加振により、実験モデルに設定する粘性減衰定数の確

認を行っている。第 8層と第 4層の相対応答倍率を図 3-17に示す。実験値は、1次及び 2次モードで

2%となるレーリー型の減衰を設定した解析値と良く対応していることが分かる。
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図 3-15 試験体立面図
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D.M.  

 

図 3-16 実験モデル（上：制振層配置、下：立面）
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図 3-17 非制振モデルの予備加振結果応答倍率例（左：第 8層、右：第 4層）

c)　実験モデルの最適設計

　ここでは、1次を 3層、2次を 2層で制御したモデルを対象とする。実建物においては制約条件から

最下層を制振層に設定できない場合もあり、そのような状況下での選択肢の一つと言える。比較対象は、

制振層の剛性を 50%に低減したモデルである。最適設計したモデルをModel A、剛性を低減したモデル

をModel Bとする。なお、実験モデルは各種の検証を目的として設計したものであるため、制振デバイ

ス量等は 3.2節のパラメータと同じものではないが、モーダルの粘性減衰定数が同程度となるような設

定の一例である。

　 3.2節と同様にしてパラメータを算定すると、最適デバイス量は表 3-5のようになる。固有値解析結果

及び刺激関数をそれぞれ表 3-6、図 3-18に示す。なお、解析モデルにおいても内部減衰としてレーリー

減衰で 1次、2次にそれぞれ 2%で与えている。主系の 1次、2次 (表中では 1次、3次)モードの粘性減衰

定数を見ると、Model Aに比べてModel Bの粘性減衰定数は、1次、2次モード共に 2、3%程度向上し

ている。剛性を低減することで、制振対象モードの粘性減衰定数が向上することが分かる。なお、試験

体数の制約によりModel Bの制振デバイスも表 3-5と同じ設定としている。剛性低減時には最適値も異

なるという点では、Model Bでは同調が若干ずれている設定になっている。また、図 3-18より、Model

Aに比べ、Model Bの方が主系の 1次、2次 (同図中では 1次、3次)モードの刺激関数が小さくなって

いることが分かる。最上層で比較をしてみると、1次モードの絶対値としては、0.93から 0.77と 2割程

度小さくなっている。刺激関数が小さくなるに伴い、応答値は低減されることになる。
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表 3-5 最適デバイス量

層 D.M. 取付部剛性 粘性減衰係数

m d 1 (kg) k d 1 (kN/m) c d 1 (kN･s/m)

9,400 135.0 10.2

m d 2 (kg) k d 2 (kN/m) c d 2 (kN･s/m)

1,800 220.0 6.0

3

2

　

表 3-6 Model AとModel Bの固有値

固有周期
T j  (s)

粘性減衰
定数 h j

入力低減率
η j

固有周期
T j  (s)

粘性減衰
定数 h j

入力低減率
η j

1 2.26 0.10 0.61 2.78 0.12 0.59

2 1.85 0.10 0.35 1.98 0.12 0.37

3 0.80 0.10 0.63 0.91 0.14 0.46

4 0.67 0.10 0.35 0.68 0.08 0.63

5 0.46 0.03 0.99 0.47 0.03 0.98

6 0.34 0.03 1.00 0.35 0.03 1.00

7 0.28 0.04 1.00 0.29 0.04 0.99

8 0.24 0.05 1.00 0.25 0.05 0.99

9 0.21 0.05 0.99 0.22 0.05 0.99

10 0.16 0.05 0.98 0.19 0.04 0.96

モード

Model A （最適設計） Model B （剛性低減）
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3.3.2 振動実験概要

a)　測定方法

　本実験では、振動台変位及び各層の層間変位をレーザー変位計により計測した。また、各層の加速度

を加速度計により計測した。

b)　正弦波加振実験

　本実験では、変位応答倍率によって剛性低減効果の有効性を検証する為、正弦波加振実験を行った。振

動台の加振周期の範囲は、0.4～5.0秒とした。また、試験体の各層に用いたリニアガイドの摩擦が切れる

振幅は加振周期によって異なる為、振動台の加振振幅は 2.0～20.0mmの範囲で調整して実験を行った。

c)　実験結果

　実験により得られた相対変位応答倍率を図 3-19に示す。図中の点線及び細実線は、それぞれ cd = 0

及び cd = ∞、太実線は最適設計時の解析値で、マーカーは実験値を表している。同図には、最上層と中

間層である第 8層と第 4層の結果を示している。同図より、解析値と実験値は、概ね良い対応をしてい

ることが分かる。第 8層の 1次、2次モードの変位応答倍率を比較すると、Model Aがそれぞれ 6.0倍、

3.5倍程度に対し、Model Bが 3.5倍、2.5倍程度となっており、層剛性を低減することにより変位応答

は低減されている。
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図 3-19 加振実験結果（第 8層と第 4層の相対応答倍率（左：Model A、右：Model B）
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3.4 提案システムの応答低減効果

3.4.1 検討モデルの概要

　ここで対象とする 20層モデルは図 3-1に示す基本モデルと同じせん断質点系モデルであり、縮約前の

建物モデルに相当する。非制振時の諸元を表 3-7に示す。減衰を 1次と 2次で 1%となるレーリー型で

設定した点も同様である。各階の階高は 3.5mとした。10次モードまでの固有値解析結果が表 3-8であ

り、4次モード程度までは表 3-2の基本モデルの結果と対応している。図 3-20が刺激関数である。

表 3-7 20層非制振モデルの諸元

層
質量 m j

(kg)

剛性 k j

(kN/m)

20 1,000,000 914,000

19 1,000,000 962,000

18 1,000,000 1,010,000

17 1,000,000 1,060,000

16 1,000,000 1,110,000

15 1,000,000 1,150,000

14 1,000,000 1,200,000

13 1,000,000 1,250,000

12 1,000,000 1,300,000

11 1,000,000 1,350,000

10 1,000,000 1,400,000

9 1,000,000 1,440,000

8 1,000,000 1,490,000

7 1,000,000 1,540,000

6 1,000,000 1,590,000

5 1,000,000 1,640,000

4 1,000,000 1,680,000

3 1,000,000 1,730,000

2 1,000,000 1,780,000

1 1,000,000 1,830,000
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表 3-8 20層非制振モデルの固有値

モード
固有周期

T j  (s)
粘性減衰
定数 h j

1 2.10 0.01

2 0.75 0.01

3 0.45 0.01

4 0.33 0.02

5 0.26 0.02

6 0.21 0.03

7 0.18 0.03

8 0.16 0.04

9 0.14 0.04

10 0.13 0.04

0
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4
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8
10
12
14
16
18
20

-1.5 -1.0 -0.5 0.0 0.5 1.0 1.5

1次

2次

3次

4次

層

実部

図 3-20 20層非制振モデルの刺激関数

3.4.2 制振デバイスの設定

　パラメータスタディによる検討結果を参考にして、制振デバイスを設定する。通常は、応答指標が小

さくなるのは下層階を制振層とする場合である。本例では下部の 1/4層のみを制振層に設定する。縮約

モデルによる検討結果は 20層建物モデルにおいて（整数値とならないが）2.5層間で制振層を構成する

ことに相当する。20層モデルで複数層を制振層とした場合でも効率は若干落ちることになるが、基本的

には付加剛性比を参考にして設定する。ここでは、第 1～3層を 1次モードの制振層とした。また、加速

度低減を主目的として 2次モードの制振層は第 4～5層とした。なお、第 1～3層は制振効率を向上させ
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るために主系の剛性を 0.7倍としたが、第 4～5層は必要D.M.量は小さくなること及び層間変形の増大

を防ぐために刺激関数値等を参考にして剛性低減は行わないこととした。剛性を低減する層では、制振

デバイスは耐震ブレースの代替にもなる。なお、2次モードの制振層数を 2層にしていることを考慮し、

第 4～5層の取付部剛性は剛性低減後の主系剛性に比例するように設定した。20層モデルの制振デバイ

ス量を表 3-9、制振モデルの固有値解析結果を表 3-10に示す。粘性減衰定数は、1次モードで 11%、2

次モード（表中では 3次）で 6%となっている。刺激関数が図 3-21である。原系の 1次モードを制御す

るのが 2次モードで、原系の 2次モード（図中の 3次モード）を制御するのが 4次モードである。第 20

層と第 10層の応答倍率を図 3-22に示す。1次及び 2次モード付近での最適同調時の応答倍率は、第 20

層で 5.0と 4.0、第 10層ではどちらも 3.5程度となっている。共振振幅となる 1/2hは、1/(2*0.11)=4.5

程度である。

表 3-9 20層制振モデルの制振デバイス量

層
D.M.

m d  (kg)
取付部剛性
k d  (kN/m)

粘性減衰係数
c d  (kN･s/m)

5 6,980,000 701,000 13,800

4 7,180,000 722,000 14,200

3 39,800,000 519,000 50,800

2 40,900,000 534,000 52,200

1 42,000,000 549,000 53,600

表 3-10 20層制振モデルの固有値

モード
固有周期

T j  (s)
粘性減衰
定数 h j

入力低減率
η j

1 2.38 0.11 0.64

2 1.86 0.11 0.33

3 0.79 0.06 0.55

4 0.69 0.06 0.44

5 0.45 0.01 0.99

6 0.33 0.02 1.00

7 0.25 0.02 1.00

8 0.21 0.03 1.00

9 0.18 0.03 1.00

10 0.16 0.03 1.00
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図 3-22 20層制振モデルの応答倍率（左：第 20層、右：第 10層）

時刻歴応答解析

　図 3-23にBCJ-L2を入力とした場合の応答解析結果を示す。参考として、1次モードのみに同調させ

た（制振デバイスは表 3-9の第 1～3層のみを設定）場合の結果も重ね書いた。層間変形及び加速度とも

に、非制振時の応答は 1次及び 2次モードに同調させた提案システムでは大きく低減されていることが

分かる。2次モード（表 3-10中の 3次）の減衰定数は 6%程度であるが、高次モードの同調を併用する

ことによって加速度は十分に低減されている。制振層を 5層にして 1次モードのみに同調させた場合に

得られる粘性減衰は 13%程度となるが、加速度応答の低減にはそれほど期待はできない。図 3-24は層

間変形が大きい第 10層の層間変形の時刻歴波形であり、非制振と 1次 2次同調時の結果を重ね書いて

比較している。点線の非制振時に対して、実線の提案システムでは最大振幅が半分程度以下となってい

る。また、早い段階から揺れが小さくなっていることが分かる。表 3-11に最大応答変位をまとめた。1

次モードを同調させている第 1～3層の層間変位は 3cm程度であるのに対して、D.M.に生じている相対

変位は 6cm以上と倍程度になっている。D.M.が TMD的に機能することにより、エネルギーは効率的

に吸収される。

　本例では制振層の変形量が若干大きいが、高強度鋼材等を採用して弾性設計するといった選択肢も十

分にあり得ると思われる。制振デバイス設定の一例を示したが、実設計においては目標性能や制約条件

等に応じて剛性低減を組み合わせて制振層数等を選択・決定することになる。
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図 3-23 20層制振モデルの応答解析結果（左：絶対加速度、右：層間変形角）

図 3-24 第 10層層間変位の時刻歴波形

表 3-11 最大応答変位

層
層間変位

(cm)
D.M.に生じる

相対変位 (cm)

5 2.2 3.2

4 2.2 3.6

3 3.3 6.4

2 3.2 6.3

1 3.2 6.2
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3.5 MC型制振システムのダンパー配置の効率性

　目標応答値を満足する制振パラメータ (減衰定数 h)は、石丸・秦らの応答性能設計図表 3-5)を用いる

ことで容易に概算することができる。この減衰定数 hと設計対象モデルの固有周期を基に、以降に示す

定点理論に基づく最適パラメータの設定方法により必要なダンパー量を決定して、層方向におけるダン

パーを効率的に配置する。

　本章では定点理論に基づく最適パラメータの設定方法を利用して、より効率的となるダンパー量で設

計目標を満足するD.M.同調システムの簡易な配置方法について検討する。

　以降では、D.M.を利用した同調システムをMC型、2章で検討を行った粘性系ダンパーを用いた制振

システムを C型と呼称する。

3.5.1 定点理論に基づくダンパーパラメータの設計法

　本章では、取付部材を介して、粘性体を含まない回転慣性質量ダンパー（D.M.）とオイルダンパーを

並列に設置することを想定する。MC型では図 3-25に示すようにダッシュポットとD.M.の並列機構を

ばね材（取付部材）で支持することにより同調付加振動系を構成する。定点理論は、取付部剛性により

応答倍率上の二つの定点高さを揃え、減衰係数により定点での高さが最大となるような最適値を設計す

る考え方である。ここで、式 (3-5)に示す表記を導入するとMC型の振動方程式は式 (3-6)となる。

図 3-25 解析モデル（MC型）
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ẍ











+







2hdωd −2hdωd

0 0

















ẍd
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取付部剛性 kdを任意で一定値とし、減衰係数 cdを無限大、mdをゼロとした時 (hd = ∞ )の固有円振

動数は次式となる。

ω2
∞

=
k + kd
m

= ω2
0 + ω2

0κk (3-7)

ω0 = 2π/T0 、ω∞ = 2π/T∞ とおけば式 (3-7)は次のように表せる。

(

T0

T∞

)2

= 1 + κk (3-8)

hd = ∞の応答倍率図は固有周期を T∞ とする減衰ゼロの応答倍率図と解釈できる (図 3-26点線)。また、

hd = 0の時は、減衰がゼロの時の固有周期 T0,1と、D.M.とばね材を直列に接続することで生成される

振動モードの周期 T0,2を中心に応答倍率図を 2つ描いたものとみなせる (図 3-26灰色線)。よって、P点

の振幅値に関して次式が成立する。
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図 3-26 定点理論に基づく応答性能の評価
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1
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左辺は周期 T0,1を中心とした減衰ゼロの周期 TP（定点周期）の応答倍率であり、右辺は周期 T∞ を中心

とした減衰ゼロの周期 TP の応答倍率である。周期 T0,2に対しても同様の展開をすれば次式が誘導され

る。

TP =

√

T0,1
2 + T∞

2

2
, TQ =

√

T∞

2 + T0,2
2

2
(3-10)

定点 PとQの振幅値が等しいことを最適同調の条件とすれば次式が成立する。

T∞ =
√

T0,1T0,2 (3-11)

応答倍率が定点 PとQで最大となる最適な粘性減衰定数は式 (3-12)のように表すことができ、これは

付加剛性比 κkにより決定される。また、式 (3-13)は 2章で示したC型における最適な減衰定数である。

MC型と C型で付加剛性比 κkを同一とした時、最適な減衰定数には式 (3-14)に示すように平方根の差

があると報告されている 3-2)。

hD.M. = 0.5

√

κk
κk + 2

(3-12)

hoil = 0.5
κk

κk + 2
(3-13)

hD.M.

hoil
=

√

2 + κk
κk

(3-14)

　図 3-27は式 (3-12)～式 (3-14)を図化したものである。付加剛性比κkを 0.2とした場合、C型では 5%、

MC型では 16.6%の減衰を付与できる。また、付加剛性比 κkが 0.45では、10%及び 23.5%の減衰となる。

それぞれのMC型の最適減衰量は、C型の 3.3倍及び 2.3倍である。斉藤ら 3-6)によるシステム変形に対

する粘性要素の変形比を算出すると、付加剛性比が 0.2及び 0.45の場合、D.M.に生じる相対変位は層間
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変位に対してそれぞれ 2.0倍、1.5倍程度となる。Maxwell型で配置したオイルダンパーにおいて、取付

部剛性による変位のロスを 5%とした場合で比較すると、(0.95/2.0)2 = 1/4.4及び (0.95/1.5)2 = 1/2.5

の減衰係数で同等の減衰定数を得ることができる。別途D.M.は必要となるものの、D.M.による同調シ

ステムでは減衰定数が効率良く付与されることが分かる。
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図 3-27 粘性減衰定数－付加剛性比関係
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3.5.2 簡易なダンパー配置方法の提案

　本検討ではダンパーの配置方法を設定して、MC型の各層への投入量の検討に必要となるパラメータ

（慣性質量md、減衰係数 cd 、取付部剛性 kd）を決定する。本節では 2章に倣い、以降に示す 5種の配

置方法の効率を評価する。なお、本論では構造躯体の塑性化を考慮するが、塑性化の程度は入力地震動

により異なるため、本節では弾性時の周期に対して同調させるシステムとしている。

・剛性比例配置 (Arrange1)

　主架構層剛性の比例倍にダンパーパラメータ（慣性質量md、減衰係数 cd 、取付部剛性 kd）を決定す

る方法。

　応答性能設計図表より設定した粘性減衰定数を基に式 (3-12)及び式 (3-8)を用いて T∞ を算出する。

計画する全ダンパーの減衰係数 cdを無限大として、1次の固有周期が T∞ となるように取付部剛性 kdを

層剛性の比例倍に決定する。次に、1次モードの固有周期 T0,1とD.M.により生成されるモードの固有周

期 T0,2が式 (3-11)の関係を満たすように慣性質量mdを剛性比例倍に調節する。最後に減衰係数 cdを

剛性比例倍に調整し、1次モーダル粘性減衰定数が目標とする値となる式 (3-12)を満たしていることを

確認する。

・全層同一配置 (Arrange2)

　ダンパーパラメータを全層で同一に配置する方法。

　手順は上記の剛性比例配置と同様で、ダンパーパラメータの調節を全層同一にして行う。

・刺激関数比例配置 (Arrange3)

　対象モデル非制振時の 1次モードの層間刺激関数に対して比例倍にダンパーパラメータを決定する方

法。

・組み合わせ配置 (剛性比例,全層同一)(Proposal1)

　剛性比例配置・全層同一配置によって決定したダンパーパラメータを各層で比較し最小値を選択して

組み合わせる方法。

・組み合わせ配置 (剛性比例・全層同一・刺激関数比例)(Proposal2)

　剛性比例配置・全層同一配置・刺激関数比例配置によって決定したダンパーパラメータを各層で比較

し最小値を組み合わせる方法。
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3.5.3 ダンパー配置に応じた制振の効率

a)　評価値の構成

　 3.5.2項で挙げた 5種のダンパー配置方法の効率性を「ダンパーの合計台数」と「入力地震波倍率」の

2つの評価項目によって評価する。2.2.3項とほぼ同様の評価を行うが、D.M.の扱い等を追記しつつ手

順を再掲しておくこととする。評価項目の「ダンパーの合計台数」は既製品のラインナップを参考に、

D.M. は 1基あたりの慣性質量mdを 6,500(ton)として台数を算定した。また、オイルダンパーは、各

層で応答解析結果の最大減衰力を 2,000(kN)で除して台数を算定した。なお、等価に置き換えた場合で

最大減衰力を決めたものであり、リリーフ等は設定していない。「入力地震波倍率」は、2章と同じく 1

次のモーダル減衰定数が同等となるようにダンパーを配置した制振モデルで主架構の応答最大塑性率が

3.0となるように調整した入力地震波の倍率である。本論では損傷の許容値としての最大塑性率を 2.0と

想定しており、最大塑性率を 3.0として設定しているのは塑性化の影響がより大きくなる場合の傾向を

把握するためである。「ダンパーの合計台数」及び「入力地震波倍率」はそれぞれ剛性比例配置を基準に

数値化し、式 (3-15)に示す 2つの評価項目の積で評価値を構成している。配置方法の優劣は、評価値の

大小によって判断する。例えばある配置方法の評価値が 1.0よりも大きければその配置は相対的に剛性

比例配置よりも効率的と判断でき、反対に評価値が 1.0を下回れば剛性比例配置よりも効率的でないと

判断する。

○○配置の評価値 =
1

○○配置のダンパー台数
剛性比例配置のダンパー台数

×
○○配置の地震波倍率
剛性比例配置の地震波倍率

(3-15)

なお、式 (3-15)での評価には以下の条件を設定しておく。

・あるダンパー配置を評価する場合、評価対象のダンパー配置と基準となる剛性比例配置は同等な 1次

のモーダル減衰定数を有する。

・2章の検討においてダンパー量が少ない層では塑性化が進行する傾向がみられた点を考慮し、ダンパー

は全層に配置する。
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b)　効率性の評価

　固有周期に応じたダンパー配置の効率性を評価するため、表 3-12に示す非制振時の 1次固有周期が異

なる 5つのモデルに対して提案した各ダンパー配置を適用し、式 (3-15)による評価値を算出した。表 3-12

に示す各モデルの諸元は表 2-3～表 2-7に示した通りで、各パラメータを図化したのが図 3-28と図 3-29

である。入力地震動は、日本建築センター模擬波 (BCJ-L2)、El Centro 1940 NS、Hachinohe 1968 NS、

JMA Kobe 1995 NS、Taft 1952 EWの計 5波とし、平均化処理をして評価値を算出している。

表 3-12 解析モデル

Number of stories Natural period(sec)

Model1 10 1.4

Model2 15 1.8

Model3 20 2.5

Model4 26 2.7

Model5 41 3.3

100



図 3-28 対象モデルの重量と剛性一覧

図 3-29 対象モデルのバイリニア係数と弾性限変形一覧
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　なお、上層で曲げ変形が大きくなる場合には、ダンパー台数の補正を行う。本論ではせん断モデルを

用いた検討を行っているが、構造骨組の各層に生じる層間変形は、せん断変形と曲げ変形に分けられる。

パッシブ制振構造設計・施工マニュアル 3-7)等にもあるように、柱の軸変形は上層で累積されるため、高

層・超高層建物では曲げ変形成分が大きくなる。高層・超高層モデルでは、曲げ変形の影響を考慮して

ダンパー台数を補正する評価としている。図 3-30は、26層及び 41層の曲げせん断モデルに単位の力が

作用した時の層間変形に対するせん断変形の比率をプロットしたものである。せん断モデルと曲げせん

断モデルの同一層でのダンパーによるエネルギー吸収量（履歴面積）が同等となるように、せん断モデ

ルの各層の減衰係数を曲げせん断モデルにおけるせん断変形比の自乗で除して割り増して台数を補正し

ている。例えば、せん断モデルのある層でのダンパーの必要台数が n台、曲げせん断モデルの該当層で

のせん断変形の比率が 0.71である場合には、 n × 1/0.712=2n 台が補正後の評価台数となる。

1
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26

31

36

41

0.00 1.00

Shear
deformation ratio

26-story

41-story

図 3-30 26層・41層モデルのせん断変形比

　図 3-31～図 3-33はMC型とした場合での各配置方法の効率を評価したものである。図 3-31～図 3-33

ではモデルの 1次固有周期ごとに各配置の評価値をプロットし、最小自乗法による近似直線はダンパー
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配置の傾向を示している。なお、各図はダンパー数毎の傾向を把握できるように、制振モデルの 1次モー

ドの粘性減衰定数 hの大きさごとに分けて作成した (h =0.05、0.1、0.2)。剛性比例配置を基準に評価項

目を数値化しているため、モデルの固有周期に関わらず、剛性比例配置の評価値は 1.0で一定である。

　MC型では、全体的にばらつきが大きくなっている。減衰定数 h=0.05の評価図である図 3-31をみ

ると、付与減衰定数が小さい場合には、各配置方法での評価の差は小さい。一方、減衰定数 h=0.1及び

h=0.2の評価図が図 3-32と図 3-33である。付与減衰定数が大きくなるほど評価の差も大きくなり、全層

同一配置（Arrange2）の評価値が高くなる傾向がある。なお、MC型では、組み合わせ配置（Proposal1）

の評価は比較的高かったものの、配置方法を組み合わせた効果はあまりなかった。
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図 3-31 ダンパー配置法の評価（h=0.05）
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図 3-32 ダンパー配置法の評価（h=0.1）
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図 3-33 ダンパー配置法の評価（h=0.2）
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　図 3-34～図 3-48は 10・15・20・26・41層モデルにおける式 (3-15)のダンパー台数及び地震波倍率

に関する因子毎の評価値である。グラフ中の左右二つの数値の積が、図 3-31～図 3-33に示す各配置方

法の評価値となる。20層モデルで減衰量 h=0.1の場合の地震波倍率の評価値を入力地震動毎に分けて

プロットした結果を図 3-49に示す。横軸の wv1～wv5は、順に前述した入力地震動の 5波、aveはそ

れらの平均である。aveは図 3-41で示す地震波倍率の評価値である。図 3-49をみると、剛性比例配置

（Arrange1）と比較して、各配置方法の地震波倍率の評価値は 0.8～1.4にばらついている。本項「振動

特性の分析」でも検討モデルの動特性を確認しながら考察をしているが、1次のモーダル減衰定数を同等

とした場合の比較であるため、高次モードの影響が大きいものと推察される。図 3-41及び図 3-42より

減衰量 h=0.1及び h=0.2の場合、全層同一配置では他の配置方法よりもダンパー台数は多くなるが（評

価値は小さくなるが）、地震波倍率の評価は高くなる。配置方法を組み合わせた Proposal1や Proposal2

ではダンパー台数は削減できるが、地震波倍率の評価はあまり変わらない傾向が見られた。

105



図 3-34 各因子の評価値（10層モデル、h=0.05）

図 3-35 各因子の評価値（10層モデル、h=0.1）

図 3-36 各因子の評価値（10層モデル、h=0.2）
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図 3-37 各因子の評価値（15層モデル、h=0.05）

図 3-38 各因子の評価値（15層モデル、h=0.1）

図 3-39 各因子の評価値（15層モデル、h=0.2）
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図 3-40 各因子の評価値（20層モデル、h=0.05）

図 3-41 各因子の評価値（20層モデル、h=0.1）

図 3-42 各因子の評価値（20層モデル、h=0.2）
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図 3-43 各因子の評価値（26層モデル、h=0.05）

図 3-44 各因子の評価値（26層モデル、h=0.1）

図 3-45 各因子の評価値（26層モデル、h=0.2）
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図 3-46 各因子の評価値（41層モデル、h=0.05）

図 3-47 各因子の評価値（41層モデル、h=0.1）

図 3-48 各因子の評価値（41層モデル、h=0.2）
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図 3-49 地震波応答倍率の評価値（20層モデル、h=0.1）

c)　振動特性の分析

　ここでは、本項「効率性の評価」で評価を行ったせん断型 20質点系モデル（1次周期：2.5sec）を例

にして、MC型の振動特性を分析する。なお、塑性化の状況は入力地震動により異なること、及び想定

している塑性率は 3であることを考慮し、本論では弾性時の周期に対して同調させている。また、制振

システムによる振動特性の把握を目的としているため、本検討では構造減衰は考慮していない。

　検討に用いるMC型の配置方法は剛性比例配置（Arrange1）とし、1次のモーダル減衰定数を h=0.1

としたケースである。表 3-13にMC型のダンパーパラメータを示す。表中には第 1層でのパラメータを

まとめ、括弧書きで示しているのが主系の剛性値に対する倍率である。また、振動特性の比較のため、

剛性比例配置で 1次モーダル減衰定数 h=0.1となるC型のダンパーパラメータも併記している。表 3-14

にそれぞれの制振システムを付加した時の複素固有値解析結果を示す。主系の 3次モードまでの固有周

期と対応する減衰定数をまとめたものである。なお、多質点系の場合には縮約した 1質点系のモデルに

同調させるのではなく、各層にダンパーを配置した多質点系モデルの複素固有値解析により求まる同調

モードの固有周期や減衰定数が式 (3-11)や式 (3-12)を満たすように設定している 3-2)。

　表 3-13及び表 3-14より、1次のモーダル減衰定数が同等の条件下でMC型と C型のダンパーパラ

メータを比較すると、MC型はC型よりも少ない減衰係数で必要な減衰定数を満足することができてい

111



る。ただし、MC型では同調させている 1次以外のモードには減衰は付与されない。図 3-50には、非制

振時の刺激関数が概ね 1.0となる第 13層での応答倍率曲線 (周期 1.4-3.8(sec))を示している。図 3-50を

見ると、MC型では同調させたモード（本例では 1次モード）の応答倍率はC型と同等の 5程度である

が、ピーク帯域 (2.2～2.6sec)がC型よりも広いことから、1次モード近辺での応答値に差が生じるもの

と推察される。また、図 3-51に示す高次のモードの応答倍率は減衰定数が付与される C型よりも大き

くなる。

　なお、図 3-50及び図 3-51には全層同一配置によるMC型（Arrange2、各層で慣性質量md=15,291

ton、減衰係数 cd=16,122 kN・sec/m、取付部剛性 kd=115,200 kN/m）の結果も重ね書いてある。MC

型では高次の減衰は付与されないが、配置方法によって高次のモード形状には違いが生じる。高次モー

ド帯域での応答倍率が異なっているのもその影響であり、本項「効率性の評価」で述べた地震波倍率の

評価値がばらつく要因の一つでもある。

　高次モードの寄与分が大きいモデルの場合にはMC型を使った設計は必ずしも効率的とは言えず、注

意が必要である。

表 3-13 第 1層のダンパーパラメータ（Arragen1）
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表 3-14 複素固有値解析結果

T (sec) h T  (sec) h

1st mode 2.61 0.10 2.25 0.10

2nd mode 0.88 0.00 0.78 0.06

3rd mode 0.55 0.00 0.48 0.04

MC type (Arrange1) C type (Arrange1)
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図 3-50 第 13層の応答倍率（1.4～3.8秒）
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図 3-51 第 13層の応答倍率（0.4～1.0秒）
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　図 3-52～図 3-54に本項「効率性の評価」での評価値算定における応答最大塑性率分布の例を示す。

20層モデルで減衰定数が h=0.05・0.1・0.2のケースにおいて、地震動 5波（BCJ-L2、El centro NS、

Hachinohe NS、JMA Kobe NS、Taft EW）を入力とした場合の 3つの配置方法（Arrange1～3）によ

る結果を重ね書いたものである。いずれの配置法でも応答最大塑性率が 3となっているのは最上層であ

る。全層同一配置（Arrange2）の場合には、下層部分の複数層で塑性率が 1を超えている傾向がみられ

た。各層のバイリニア履歴となる荷重変形関係をバイリニア係数と図 3-53に示した応答塑性率を用いて

楕円で近似する等価線形化 3-8)をして複素固有値解析を行った結果を表 3-15に示す。上層で塑性化して

いる剛性比例配置 (Arrange1)及び下層でも塑性化している全層同一配置 (Arrange2)のケースでの評価

例である。主架構の塑性化によって 1次固有周期は伸びるものの、表 3-14や 4.3.2項で示す表 4-1に示

す弾性時の周期と比較すると、その伸び率は数%程度である。付与している減衰定数が大きいほど、固

有周期のずれによる影響は小さくなる。MC型では主架構の塑性化により同調のずれが生じるものの、

図 3-53に示す程度の塑性化であればその影響はあまり大きくならないと判断できる。なお、主架構の塑

性化により、履歴減衰の効果を示す hcsが大きいことも確認できる。

表 3-15 複素固有値解析結果

T (sec) h h cs T eq  (sec) h h cs

1st mode 2.62 0.09 0.02 2.77 0.14 0.03

2nd mode 0.96 0.00 0.12 0.98 0.00 0.13

3rd mode 0.62 0.00 0.10 0.62 0.00 0.14

MC type (Arrange1) MC type (Arrange2)
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図 3-52 応答最大塑性率分布（20層モデル、減衰定数5%、上段はBCJ-L2とEl centro
NS入力、中段はHachinohe NSと JMA Kobe NS入力、下段はTaft EW
入力）

115



図 3-53 応答最大塑性率分布（20層モデル、減衰定数10%、上段はBCJ-L2とEl centro
NS入力、Hachinohe NSと JMA Kobe NS入力、下段はTaft EW入力）
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図 3-54 応答最大塑性率分布（20層モデル、減衰定数20%、上段はBCJ-L2とEl centro
NS入力、Hachinohe NSと JMA Kobe NS入力、下段はTaft EW入力）
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　図 3-55及び図 3-56は 20層モデルの全層同一配置で減衰定数 h=0.1の場合において、表 3-15の分析

と同様にして複素固有値解析により評価した粘性減衰及び履歴減衰の効果を示す減衰定数である。高次

の履歴減衰のばらつきは、地震波倍率にも影響しているものと推察される。なお、入力地震動の特性に

より応答最大塑性率分布は異なるものの、主架構の塑性化による周期の伸びが大きく 1次モードの粘性

減衰が小さくなるケースでは、1～3次モードの履歴減衰が大きくなっていることも分かる。
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図 3-55 等価粘性減衰定数（20層モデル、h=0.1）
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図 3-56 履歴減衰の効果を示す等価粘性減衰定数（20層モデル、h=0.1）

　耐力分布の影響等、今後さらなる検討・分析を進めていく必要もあるが、配置方法の違いが高次モー

ドの応答特性に影響を与え、地震波倍率の評価値が変動したものと推察される。MC型の場合には、高

次モード成分の配慮も必要である。
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3.6 結言

　本章では、ダイナミック・マスを利用したMC型の制振システムを提案した。まずは、主架構の層剛

性の低減効果を利用した複数モードD.M.同調システムを提案した。縮約モデルを用いたパラメータス

タディにより層剛性を低減させた効果を定量的に評価し、振動実験により提案システムの有用性を検証

した。続いて、20層建物モデルにおける制振デバイスの設定例を示し、時刻歴応答解析によって応答低

減効果を確認した。また、同調システムの配置方法に関する効率性について評価した。検討において、

以下の知見を得た。

○ D.M.同調システムは、複数モードの同時制御も可能である。D.M.同調システムによって付与で

きる減衰性能は制御モードの形状からその効率性を判断することが可能であり、制御する振動モー

ドの腹の位置への配置が効果的である。1次モード用の制振デバイスは、中間層以下に配置した場

合であれば、どの層でもほぼ同等の減衰性能を付与することができる。2次モード用の制振デバイ

スを最上層や中間層に配置した場合には効率が悪い。

〇 8層せん断モデル試験体を用いた振動実験により、複数モード制御や層剛性の低減効果を確認した。

実験結果は、理論的に求めた減衰性能と対応することを確認した。

○ 制振層の剛性を低減させるとモード形が変化し、付与できる減衰性能は向上する。ただし、減衰

定数だけでなく、刺激関数も合わせて評価することが必要である。

○ 石丸・秦らによって提案されている複素固有値解析を介したD.M.同調パラメータの設定手法は、

高次モードを同時に制御する場合にも適用可能である。また、1次モードと比較して、高次モード

の制御に必要なデバイス量は少なく、高次モードの同時制御によって変位応答だけでなく加速度

応答も効率的に低減できる。入力特性や建物特性、目標性能に応じて制振層の設定・選択ができ、

設計の自由度は高い。
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〇 MC型の配置では高次モードの影響によりばらつきが大きいが、全層同一配置が効率的となる。C

型配置よりも効率よく減衰定数を付与することができるが、同調モード以外には減衰定数は付与

されない。既存のデバイスでは、建物規模が大きくなるとダンパー台数の削減効果は小さくなる

傾向がある。

　MC型制振構造物は同調モード以外には減衰定数は付与されないため、高次モードの影響が大きくな

る場合の適用性が課題となる。
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4 C-MC併用型制振システムの簡易設計法

4.1 緒言

4.1.1 背景

　地震や風などの動的な外乱を受ける構造物の応答を低減する制振構造には、各種のデバイスが用いら

れている。オイルダンパーや弾塑性ダンパーが一般的と言えるが、近年では慣性質量効果を利用したダ

ンパーに関する研究開発が進み、実案件での適用例も増加傾向にある。

　ダイナミック・マスを利用した制振システムでは、定点理論に基づく最適パラメータの設定方法が提

案されている。これらは、定常応答時の最適値であるため、設計用入力地震動に対するクライテリアを

満足するために必要なダンパー量を把握することはできず、実務設計においては利便性がやや欠けてい

ると言わざるを得ない。

　制振設計の多くは、時刻歴応答解析を繰り返す試行錯誤的な検討によって目標応答値を満足するため

の設計パラメータを決定しているのが現状である。これに対し筆者ら 4-1)は粘性系ダンパーの層方向に

おけるダンパーの効率的な配置方法を提案している。この手法では、時刻歴応答解析の繰り返し計算を

せずに図表を基に目標応答値を満足するダンパー数を過不足なく、簡易に概算することが可能となって

いる。複素固有値解析によってモーダルパラメータを抽出するため、動特性の把握も容易であり、設計

初期段階の人的負荷を大幅に軽減できる手法である。また、近年の入力地震動の増大傾向を勘案して主

架構の塑性化も考慮している。本章は、その簡易手法にD.M.を利用した制振システムも適用できるよ

うに拡張したものである。

4.1.2 本章の目的と構成

　本章の目的は、2章で構築したオイルダンパーを用いた制振システムの簡易設計法を D.M.を利用す

る場合の効率性を考慮して拡張することである。C型・MC型制振構造物の課題点を改善する配置方法

を提案し、その場合の設計法を構築している。多質点系モデルにおける粘性系ダンパーの効率的な配置

方法を、D.M.を利用した制振システムへと拡張し、試設計によってその有効性や妥当性を検証した結果

について報告する。4.2節では上層でMaxwell型のオイルダンパー、下層では D.M.を利用した同調シ
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ステムを配置する C-MC併用型制振システムを提案し、その効率性も確認する。4.3節では簡易設計法

の拡張を行い、4.4節では試設計により提案の妥当性を検証する。
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4.2 C-MC併用型制振システムの提案

　同等な 1次のモーダル減衰定数を有するという条件下では、MC型はC型に比べダンパー量の削減が

見込めるものの、高次モードにおける応答低減効果が小さくなり、必ずしも効率的であるとは言い切れ

ない。そこで本章では、高次モードの影響が大きい上層部では 2次モードに減衰定数を付与する C型、

下層部では 1次固有周期に同調するMC型を併用する配置手法（以降 C-MC併用型）を提案する。

4.2.1 併用系の構成

　MC型は同調させている 1次以外のモードには減衰定数は付与されない。そのため 1次モードの層間

刺激関数が大きくなる層に配置するのが望ましい。本論では下層にMC型を配置し、上層にC型を併用

する。なお、上層のC型は、1次モードに同調させるMC型では付与されない 2次モードの減衰定数付

与を意図したものである。C型を剛性比例配置としているのは、上層におけるダンパーパラメータを削

減するためである。

4.2.2 振動特性の確認

　 3.5.3項の 20層モデルに対してC型とMC型を併用した場合（減衰定数 h=0.1）の振動特性を確認す

る。

　はじめに、1次のモーダル減衰定数が h=0.1となるようなC型を剛性比例配置 (Arrange1)、MC型を

全層同一配置 (Arrange2)とする各層のダンパーパラメータを算定する。次に、図 4-1左図に示す対象モ

デルの 2次モードにおいて刺激関数が最大となる第 8層目（図中に△で示す）を配置切替層とする。な

お、図 4-1右図は層間の刺激関数の大きさを示している。配置切替層より上層では、2次や 3次モードの

層間刺激関数値が大きいことが分かる。配置切替層より上層（第 8～20層）では、2次モードに減衰定数

を付与するC型のパラメータを剛性比例配置で設定し (本例では層剛性に対して kdは 0.39倍、cdは 0.05

倍)、2次モードの減衰定数が表 4-1に示すC型剛性比例配置 (Arrange1)の数値（本例だと h2=0.06）と

同等になるように決定する。最後に、MC型全層同一配置 (Arrange2)の上層 (8～20層)（3.5.3項で述

べたmd=15,291ton、cd=16,122kN・s/m、kd=115,200kN/mを設定）を取り除き、上記で設定した 2次
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モードに減衰定数を付与する C型のパラメータを併用する。

　C-MC併用型の複素固有値解析結果を表 4-1、応答倍率曲線を図 4-2及び図 4-3に示す。それぞれ比較

用に、C型剛性比例配置 (Arrange1)及びMC型全層同一配置 (Arrange2)の結果も併記してある。C-MC

併用型は組み合わせによって簡易に配置する手法としているため、1次のモーダル減衰定数はC型やMC

型よりも若干小さくなる傾向にある。C-MC併用型の場合、図 4-2に示す 1次モードのピーク帯域はMC

型よりも狭くなっている。また、1次モード以外にも減衰定数が付与されていることにより、図 4-3に

示す 2～3次モード成分の応答倍率のピークも C型と同程度となること等が確認できる。
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図 4-1 C-MC型における境界層の位置

表 4-1 複素固有値解析結果

T  (sec) h T  (sec) h T  (sec) h

1st mode 2.61 0.10 2.25 0.10 2.47 0.09

2nd mode 0.87 0.00 0.78 0.06 0.86 0.06

3rd mode 0.54 0.00 0.48 0.04 0.51 0.06

MC type (Arrange2) C type (Arrange1) C-MC type
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効率性の評価

　評価図を用いて提案した C-MC併用型の効率性を評価する。3.5.3項で述べた評価方法を用い、本節

ではC型剛性比例配置を基準に評価グラフ (図 4-4～図 4-6)を作成した。また、10・15・20・26・41層

モデルの因子毎の評価値を図 4-7～図 4-21に示す。図 4-22は、20層モデルで減衰定数 h=0.1の場合の

入力地震動毎の地震波倍率の評価値である（横軸は図 3-49と同様）。C-MC併用型では高次モードにも

ある程度の減衰定数が付与されるため、図 4-13～図 4-15や図 4-22に示すように地震波倍率の評価値は

MC型よりも大きくなる。図 4-4に示す減衰定数 (h=0.05)の場合で C-MC併用型とMC型を比較する

と、図 4-13に示すように、ダンパー台数は同等で、地震波倍率はMC型よりも大きくなっている。そ

の影響で固有周期によらず図 4-4～図 4-6での評価が高くなる。また、減衰定数が大きいと図 4-5及び

図 4-6に示すようにMC型やC-MC併用型は固有周期が長い場合の評価が低くなる傾向にあるが、その

場合でもMC型よりも大きく C型剛性比例配置 (Arrange1)と同程度の評価値となっている。C-MC併

用型は評価が高い配置方法であることがわかる。
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図 4-4 ダンパー配置法の評価（h=0.05）

図 4-5 ダンパー配置法の評価（h=0.1）

図 4-6 ダンパー配置法の評価（h=0.2）
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図 4-7 各因子の評価値（10層モデル、h=0.05）

図 4-8 各因子の評価値（10層モデル、h=0.1）

図 4-9 各因子の評価値（10層モデル、h=0.2）
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図 4-10 各因子の評価値（15層モデル、h=0.05）

図 4-11 各因子の評価値（15層モデル、h=0.1）

図 4-12 各因子の評価値（15層モデル、h=0.2）
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図 4-13 各因子の評価値（20層モデル、h=0.05）

図 4-14 各因子の評価値（20層モデル、h=0.1）

図 4-15 各因子の評価値（20層モデル、h=0.2）
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図 4-16 各因子の評価値（26層モデル、h=0.05）

図 4-17 各因子の評価値（26層モデル、h=0.1）

図 4-18 各因子の評価値（26層モデル、h=0.2）
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図 4-19 各因子の評価値（41層モデル、h=0.05）

図 4-20 各因子の評価値（41層モデル、h=0.1）

図 4-21 各因子の評価値（41層モデル、h=0.2）
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4.3 簡易設計法の拡張

　 4.3節では、2章で提案した応答性能設計図表を用いた簡易設計手法を拡張する。

4.3.1 効率的配置方法の選定

　ここでは、前項までの効率性評価の結果をまとめる。C型の組み合わせによる提案配置、MC型全層同

一配置、C-MC併用型の評価値を基準としているC型剛性比例配置の結果と重ね書いて図 4-23～図 4-25

に示す。全般的に、C-MC型の配置の評価が高いが、ダイナミック・マスの量が多く必要となる固有周

期が長く減衰定数が大きい場合にはC型提案配置と同程度の評価値になっている。また、固有周期が短

く減衰定数が大きい場合にはMC型の評価値も高い。それらの傾向から、図 4-26に示す固有周期及び

減衰定数に応じて配置方法を選定すれば効率的な計画となる。
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図 4-23 評価図まとめ（h=5%）

図 4-24 評価図まとめ（h=10%）

図 4-25 評価図まとめ（h=20%）
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図 4-26 効率的な配置方法の選定
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4.3.2 簡易設計フローの拡張

　ここに、2章で提案した応答性能設計図表を用いた粘性減衰定数の見積手順を図 4-27に示す簡易設計

フローに従い下記に概要をまとめておく。なお、図 4-27に示すフロー図の 8⃝と 9⃝は C-MC併用型用に

修正を加えてある。また、MC型の場合にも、 8⃝～ 9⃝にて配置方法を選定＆設定すれば、ほぼ同様の手

順で適用することが可能となる。

図 4-27 簡易設計フロー（C-MC併用型）

138



　手順 1⃝では設計用に入力地震動を設定し、手順 2⃝で設計目標となる各層の主架構塑性率（目標塑性率）

を設定する。応答性能設計図表から粘性減衰定数を概算するためには、下記のパラメータが必要となる。

I.設計目標となる塑性率 µd

II.対象モデルのバイリニア係数 pd

III.速度応答スペクトル Sv,10、 擬似速度応答スペクトル pSv,10

IV.目標変位倍率Dmax/D10

　手順 3⃝では対象モデルに目標塑性率を設定して複素固有値解析を行い 1次モードの等価周期 Teq、モー

ダル塑性率 µd、モーダルバイリニア係数 pdを把握する。求まる塑性率、バイリニア係数を I、IIとする。

手順 4⃝では目標塑性率 nµd、弾性限変形 nxe、層間の刺激関数 nβγ を式 (4-1)に代入し、対象モデルの

基準となる変形量Dmaxを算出する。手順 5⃝では最初に粘性減衰定数 hGDを仮定し、式 (4-2)、式 (4-3)

の関係から定点周期 Tpを算出する。設計用入力地震動の応答スペクトル (h=0.1)で定点周期 Tpにおけ

る速度応答スペクトル Sv,10と擬似速度応答スペクトル pSv,10が IIIである。pSv,10を式 (4-4)に代入す

ることで得られるD10と手順 4⃝で設定したDmaxから IVを算出する。I～IIIを用いて作図した応答性能

設計図表から IVを満たす粘性減衰定数を読み取り、手順 5⃝の仮定値と近似していれば見積終了となる。

Dmax = min(
nµd · nxe

nβγ
) (4-1)

κk =
4hGD

1− 2hGD
(4-2)

TP = Teq

√

2

2 + κk
(4-3)

D10 =
pSv,10

ωeq
(4-4)

　また、固有周期及び減衰定数から判断・決定ができる効率的な配置の選定結果を考慮すれば、簡易設

計フローは図 4-28のようにまとめることができる。
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図 4-28 簡易設計フロー（C型・MC型・C-MC併用型選定版）
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4.4 提案配置方法の有用性検証

　手順に従って試設計を行い、提案したC-MC併用型の妥当性を検証する。簡易設計手順では最初に応

答性能設計図表から設計目標を満足するために必要な粘性減衰定数を概算する。見積もった粘性減衰定

数を基に提案したダンパー配置方法により各層のダンパーパラメータを決定することで、時刻歴応答解

析の繰り返し計算による負荷を軽減することができる。

　対象モデル及び設計クライテリアは 2章の設計事例と同様とする。なお、10層モデルを例にして設

計手順を示すこととし、20層モデルについては最後に結果のみを示す。（手順番号は、図 4-27フロー参

照）。2章で示した試設計例での固有周期及び減衰定数から、図 4-28により、本例では C-MC併用型が

効率的配置方法となる。

1⃝ 対象モデル及び設計用入力地震動

　対象モデルはパッシブ制振構造設計・施工マニュアル 4-2)に掲載されているテーマストラクチャーの

10層及び 20 層せん断型質点系モデルとし、内部減衰はレイリー型で h1 = h2 =2%とする。非制振時

の固有値解析結果を表 4-2に示す。設計用入力地震動は、最大速度を 50cm/sと 75cm/sに基準化した

BCJ-L2波を用いる。

表 4-2 固有値解析結果（非制振）

T (sec) h

1st mode 2.01 0.02

2nd mode 0.76 0.02

3rd mode 0.46 0.03

1st mode 3.70 0.02

2nd mode 1.41 0.02

3rd mode 0.86 0.03

10-story

model

20-story

model
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2⃝ 目標クライテリア

　目標クライテリアは、50cm/sに基準化したBCJ-L2波に対しては最大塑性率を1.0（弾性限内）、75cm/s

入力に対しては構造躯体の塑性化を考慮して最大塑性率を 2.0とする。

3⃝～ 7⃝ 減衰量の推定

　 2章の手順に従って減衰定数を推定する。なお、併用型を設計する場合にも、C型の定点周期 TP に

おける変位を算出すれば良い。50cm/s入力に対しては h=0.1、75cm/s入力に対しては h=0.05となる。

（詳細は 2章参照）。

8⃝ ダンパー配置の決定（C-MC併用型）

　まずは、1次のモーダル減衰定数が上記手順で設定した値となるように 2つの入力レベルに対して C

型とMC型を構成する。C型は剛性比例配置 (Arrange1)、MC型は全層同一配置 (Arrange2)により各

層のダンパーパラメータを設定する。表 4-3に第 1層のダンパーパラメータを示す。表中の括弧内数値

は主系の剛性値に対する倍率を示している。表 4-4は各制振モデルの複素固有値解析結果である。表中

の数値は内部粘性減衰を除いた時の結果を示している。本章では、75cm/s入力に対するパラメータ設定

においても 50cm/s入力に対して算定した取付部剛性値を用いて必要減衰係数量を算定しているため（2

章では 75cm/s入力に対して算定した取付剛性値を設定）、表 4-4の 75cm/s欄の数字は 2章のC型剛性

比例配置 (Arrange1)の結果と差異が生じているが、ダンパー台数の算定結果は、2章と同じである。次

に、主系 2次モードの刺激関数が最大となる層 (図 4-29に△で示す)を配置切替層として設定する。配

置切替層から上層では 2次モードに減衰定数を付与するC型のダンパーパラメータを剛性比例配置で決

定する。本例では表 4-4に示す 50cm/s入力時に必要なC型 (Arrange1)の固有値解析より算出した 2次

モードの減衰定数 h2=0.05を付与するために必要なC-MC併用型の上層に設定するパラメータは、層剛

性に対して kdが 0.33倍、cdが 0.11sec倍となる。なお、取付部剛性 kdは、2次モードにおいて定点周

期 TP が付与減衰定数 h2=0.05より算出される付加剛性比 κkと固有周期との関係を示す式 (4-3)を満た

すように設定している。また、減衰係数 cdは極大値となる 2次モードの減衰定数が付与量を満たす設定

となっている。配置切替層より下層では表 4-3に示す 50cm/s入力欄のMC型全層同一配置 (Arrange2)

のダンパーパラメータを採用する。10層モデルでは第 1～3層をMC型、第 4～10層をC型とした。（20

層モデルでは第 1～7層をMC型、第 8～20層を C型とした。）
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表 4-3 10層モデル第 1層のダンパーパラメータ

　

表 4-4 10層モデルの複素固有値解析結果（上段：50cm/s入力、下段：75cm/s入力）

T (sec) h T  (sec) h T  (sec) h

1st mode 1.79 0.10 2.13 0.10 2.01 0.09

2nd mode 0.64 0.05 0.72 0.00 0.71 0.05

3rd mode 0.38 0.03 0.44 0.00 0.42 0.05

50 (cm/s)
C type (Arrange1) MC type (Arrange2) C-MC type

T  (sec) h T  (sec) h T  (sec) h

1st mode 2.15 0.04 2.32 0.04 2.23 0.04

2nd mode 0.82 0.09 0.81 0.00 0.82 0.07

3rd mode 0.46 0.11 0.49 0.00 0.47 0.09

75 (cm/s)
C type (Arrange1) MC type (Arrange2) C-MC type
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図 4-29 C-MC型における境界層の位置

9⃝ ダンパーの選定

　 2つの入力レベルに対して設定した C-MC併用型のダンパーパラメータを基に、D.M.とリリーフ機

構を有するオイルダンパーを選定する。10層モデルにおいて全層同一配置 (Arrange2)でMC型を構成

すると、2,000ton の D.M.を各層に 1基配置することになり、計 10基である。C-MC併用型は第 1～3

層に各 1基で計 3基となった。

　オイルダンパーの選定手順は 2章と同じであるため、ここでの詳細な説明は省略する。概略をまとめ

ると以下となる。まずは線形のオイルダンパーを用いた応答解析により最大速度を算出し、50cm/s入

力時に必要な減衰係数量を確保しつつリリーフ速度が最大速度より大きくなるダンパーを選定する。そ

の際、75cm/s入力時に必要な減衰定数が履歴面積として確保されていることを確認するという簡易な

手順により各層のオイルダンパーを選定する。

　表 4-5に C-MC併用型でのオイルダンパーの選定結果を示す。ダンパーは最大速度 0.3m/sec入力時

の最大減衰力 (kNの前の値)で分類されており、選択した各層のリリーフ速度、ダンパー本数、1次粘性

減衰係数および 2次減衰比をまとめている。10層モデルでは最大減衰力が異なる 4種のオイルダンパー

を計 24本選択した。なお、2章より C型剛性比例配置の場合は計 50本となる。減衰力の総計を比較す

ると、剛性比例配置の 52,000kNに対して C-MC併用型では 25,800kNとなった。提案した併用配置を
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用いることでより少ないダンパー量となっている。

　 C-MC併用型の第 1～3層では、慣性質量の実デバイスにおいて、ボールナット部に封入したグリー

スに起因して発生する減衰力 4-3)や粘性体の封入 4-4)等を考慮すれば、オイルダンパーの台数は表中の

半数程度となる。第 1～3層でのダンパー設置に必要なスペースとしては、C型剛性比例配置（第 1層

で 1500kNを 4基、第 2～3層で 1000kNを 1基と 1500kNを 5基）の場合と比較して、D.M.の台数を考

慮しても 1/2～1/3程度となっている。本例でのD.M.に生じるダンパー反力は 2,000kNを超えており、

過負荷防止の点では台数を倍増する対応も必要である。その場合には、下層でのスペースは同等～2/3

程度となる。なお、ダンパー総数としては 3台増で 30台となるが、C型剛性比例配置の場合の 50台と

比較すると 4割減である。空いたスペースには剛性要素やさらなる減衰要素を付与すること等もでき、

C-MC併用型では計画面での自由度が大きく向上する利点がある。
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表 4-5 C-MC型のダンパー台数（上段：10層モデル、下段：20層モデル）

D.M.

10 2 2 18,760 0.19

9 2 2 18,760 0.19

8 2 2 25,000 0.26

7 2 2 25,000 0.26

6 2 2 25,000 0.26

5 4 4 37,520 0.19

4 4 4 37,520 0.19

3 1 1 1 3 4,690 0.19

2 1 1 1 3 4,690 0.19

1 1 1 1 3 4,690 0.19

Damping

coefficient

(kN❍sec/m)

Damping

ratio

Number of damper

1000kN500kN 1500kN 2000kN total

Oil damper
FL

0.128

Relief

velocity

(m/sec)2000ton

D.M.

20 2 2 25,000 0.26

19 2 2 25,000 0.26

18 2 2 25,000 0.26

17 2 2 25,000 0.26

16 4 4 37,520 0.19

15 4 4 37,520 0.19

14 4 4 37,520 0.19

13 3 1 4 37,520 0.21

12 4 4 40,640 0.26

11 4 4 50,000 0.26

10 4 4 50,000 0.26

9 4 4 50,000 0.26

8 4 4 50,000 0.26

7 5 2 7 50,000 0.07

6 5 2 7 50,000 0.07

5 5 2 7 50,000 0.07

4 5 2 7 50,000 0.07

3 5 2 7 50,000 0.07

2 5 2 7 50,000 0.07

1 5 2 7 50,000 0.07

FL

Number of damper
Relief

velocity
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10⃝ 時刻歴応答解析

　図 4-30、図 4-31に 10層および 20層モデルの時刻歴応答解析結果を示す。比較として、C型剛性比

例配置やMC型全層同一配置の結果も重ね書いてある。提案したC-MC併用型では 20層モデルの 1～2

層でクライテリアを若干超える場合があるものの、2つの入力レベルにおいて目標を概ね満足しており、

設計初期段階の検討としては十分な精度と言える。

　図 4-32と図 4-33では、内部減衰の違いによるMC型全層同一配置の応答結果を比較している。MC

type ’は、内部減衰として剛性比例型の減衰を仮定した場合の応答である。剛性比例型の減衰のように

高次に大きな減衰定数が付与されて高次モード成分の寄与が比較的小さくなる場合には、MC型を採用

してもクライテリアを概ね満足できることが分かる。

　図 4-34～図 4-41には、10層及び 20層建物モデルに対して設計した各配置方法の応答解析結果（絶対

加速度・速度・層変位・層間変形）をまとめてある。C-MC型併用配置は、C型剛性比例配置の場合よ

りも応答が大きくなることはあるものの、ダンパー台数が 1/2～2/3程度となっていることを考慮すれ

ば十分とも判断できる。
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図 4-30 応答解析結果（10層モデル）
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図 4-31 応答解析結果（20層モデル）
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図 4-32 内部減衰の違いによる応答差（10層モデル）
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図 4-33 内部減衰の違いによる応答差（20層モデル）
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図 4-34 10層モデルの応答絶対加速度（左図が 50cm/s入力、右図が 75cm/s入力）

図 4-35 10層モデルの応答速度（左図が 50cm/s入力、右図が 75cm/s入力）
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図 4-36 10層モデルの応答層変位（左図が 50cm/s入力、右図が 75cm/s入力）

図 4-37 10層モデルの応答層間変位（左図が 50cm/s入力、右図が 75cm/s入力）
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図 4-38 20層モデルの応答絶対加速度（左図が 50cm/s入力、右図が 75cm/s入力）

図 4-39 20層モデルの応答速度（左図が 50cm/s入力、右図が 75cm/s入力）
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図 4-40 20層モデルの応答層変位（左図が 50cm/s入力、右図が 75cm/s入力）

図 4-41 20層モデルの応答層間変位（左図が 50cm/s入力、右図が 75cm/s入力）
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4.5 結言

　本章では、C型とMC型を併用する C-MC型のダンパー配置方法を提案し、その有用性を検証した。

2章で提案した構造躯体の塑性化を考慮した制振構造物の簡易設計法の考え方を D.M.を利用したMC

型及びC-MC併用型へと拡張し、その適用性を確認した。また、簡易設計フローによる 10層及び 20層

建物モデルの設計例を示すとともに、時刻歴応答解析によって提案の有効性を確認した。本研究で検討

した範囲内においては以下の知見が得られた。

○ 上層にC型、下層にMC型を配置するC-MC併用型は、ダンパー台数の削減を図りつつ高次モー

ドにも減衰を付与することができ、効率的なダンパー配置となる。10層建物モデルでは、4～5割

減程度のダンパー台数で同等のクライテリアを満足することを確認した。

○ 2章で構築した簡易設計法は、MC型や C-MC併用型にも適用することができ、ほぼ同様の手順

での設計が可能である。これによってクライテリアを満足するために設計対象建物に付与すべき

各階のダンパー台数を簡易に決定することができる。

○ C型及びMC型を改善するC-MC併用型を提案した。また、簡易設計法では固有周期と減衰定数

に応じて配置方法を選定するように拡張した。C型及びMC型を改善する提案であるC-MC型併

用型は、全体的に効率が良い。なお、周期が 3秒以上で減衰が 20%よりも大きい場合には C型配

置を選択しても良く、周期が 2秒以下で減衰が 10%よりも大きい場合はMC型を選択しても効率

的な計画となる。

　一方、提案手法の更なる拡張を図る上では、履歴系ダンパーを用いる場合の設計理論の構築等が課題

として残されている。
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5 結論

　本研究では現状の設計手法を簡便化させた設計法を提案した。合わせて、減衰定数を効率よく付与す

るダンパーの効率的な配置方法についても分析と提案をし、主架構の塑性化も考慮して近年の入力地震

動の増大傾向にも対応できるように拡張性のある設計手法を構築した。

　まずは、オイルダンパーを用いた制振システム（C型）の動特性を検証し、固有周期に応じた効率的

なダンパーの配置方法を提案した。また、石丸・秦らが提案している応答性能設計図表 1−38)を利用し

た簡易設計法を構築し、設計例により妥当性を検証した。

　続いて、近年研究開発が進んでいる慣性質量効果を利用したダイナミック・マスを用いた制振システ

ム（MC型）を提案した。制振層の剛性を低減させることで、より少ないダンパー量で減衰性能を大き

く向上するシステムを構築できることを示した。解析及び実験的な検証によって提案システムの有用性

を確認した。また、効率的なダンパー配置方法についても分析するとともに、利点と欠点を整理した。

　さらに、下層にダイナミック・マスによる同調システム、上層にオイルダンパーを配置する併用システ

ム（C-MC併用型）を提案した。構築した簡易設計法を併用システムでも適用できるように拡張し、併

用型ではより少ないダンパー量で高次モードにも減衰定数を付与できるシステムを構築でき、効率良く

応答を低減できることを示した。また、設計者が参考にできる効率的なダンパーの配置方法も提示した。

　 1章「序論」では、研究の背景を概観した。現状の設計方法に関する課題点や既往の研究を整理した

上で、本研究の目的と論文の構成を述べた。

　 2章「オイルダンパーを用いたC型制振システムの簡易設計法」では、オイルダンパー（C型）の配

置方法について述べた。まずは、ダンパー台数と地震波倍率から構成される合理性の評価指標を構築し

た。その指標を用いて主架構の塑性化を考慮する場合に剛性比例や全層同一、層間刺激関数に比例する

配置とそれらを組み合わせる方法についての効率性を分析し、評価の高い配置方法を提案した。構造物

の 1次固有周期に応じて、効率的な配置方法は異なることを示した。

　また、石丸・秦らが提案する応答性能設計図表 1−38)を利用して設計作業を単純化する簡易設計法に

ついて述べた。提案する簡易設計法では、時刻歴応答解析の繰り返し計算は不要となる。設計する制振

システムが目標性能を満足するために必要なモーダル減衰定数を応答性能設計図表により把握し、より

少ないダンパー台数で必要な減衰定数を付与する方法を構築した。複素固有値解析により算出した構造
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物の固有周期に応じて、より少ない台数で目標性能を満たす効率的なダンパーの配置方法を容易に決定

でき、既往研究にある応答が小さいC型を剛性比例で配置した場合と同等の応答変位を 3割程度の台数

減でも実現できることを示し、試設計例により精度を検証した。

　なお、内部減衰をレーリー型で仮定する場合には高次モードに付与される減衰定数が小さくなる。高

次モードの減衰定数が小さい場合にはダンパーが少ない層で主架構の塑性化が進行する傾向にあること

を示し、ダンパーを全層に設けて高次モードの減衰定数にも配慮する考え方が重要であると述べた。

　また、C型配置の課題点として、効率性の向上に限界がある点を挙げた。

　 3章「ダイナミック・マスを利用したMC型制振システム」では、ダイナミック・マスを利用した制

振システム（MC型）を提案した。オイルダンパーの配置方法を変えただけではダンパー台数の大幅な

削減は困難であり、高減衰化にも限界がある。そこで、近年研究開発が進められている慣性質量効果を

利用するデバイスを用いて、高減衰化を図る制振システムを提案した。ダイナミック・マスを利用して

複数のモードに同調させる制振システムを構築し、合わせて制振層の剛性を低減することによってシス

テムのモーダル減衰定数を大きく向上させることができることを示した。複素固有値解析によって制振

層の位置や複数モードの制御、制振層の剛性を低減する効果を定量的に把握し、モーダル減衰定数とダ

イナミック・マス及びオイルダンパーの必要量の関係性を整理した。制御するモードの層間刺激関数が

大きい位置に制振デバイスを配置することで、効率的にモーダル減衰定数を増加できることを示した。

　続いて、提案システムの動特性を振動実験によっても確認し、その有用性を検証した。設計例では、

高次モードにも減衰定数を付与することによって、より少ないダンパー台数で応答加速度も低減できる

制振システムを構築できることを示した。高次モードの制御では、1次モードの制御における必要量よ

りも 1/4～1/2のダンパー台数で同程度のモーダル減衰定数を付与できると述べた。

　また、MC型の配置方法に関する効率性についても述べた。入力地震動により主架構の塑性化の程度

は異なるため、弾性剛性に対して同調させるシステムを構成しており、主架構の塑性化を考慮してMC

型を構成する際の利点と欠点を整理して明確にした。MC型では全層同一配置が効率的であると述べ、

建物規模が大きくなるとダンパー台数の削減効果が小さくなる点を指摘した。また、同調モードでは C

形よりも効率よく減衰定数を付与できるものの、同調させているモード以外には減衰定数が付与されな

いことを課題に挙げた。

　 4章「C-MC併用型制振システムの簡易設計法」では、下層にダイナミック・マスによる同調システ
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ム、上層にオイルダンパーを配置する併用システム（C-MC併用型）を提案した。この提案はC型及び

MC型配置の課題点を改善する提案である。

　下層に全層同一で配置するMC型で 1次モード、上層に剛性比例で配置するC型で 2次モードに減衰

定数を付与することにより、既往研究にある全層をC型剛性比例配置とした場合と同程度の変形・加速

度を 4～5割減程度のダンパー台数で実現できることを示した。

　なお、ダイナミック・マスを利用するMC型の設計方法としては定点理論の考え方に基づいて応答倍

率を最小化する手法の提案があるが、地震入力時の応答量は把握できない。C-MC併用型におけるダン

パー配置方法の効率性を明確にするとともに、2章で提案した簡易設計法の適用性を拡張させた。2～4

章でのC型・MC型・C-MC併用型配置方法に関する分析結果も反映させて、固有周期と減衰定数によ

り効率的となる配置方法を選択できるようした。拡張した簡易設計法では併用システムの設計において

も目標性能を満足するためのダンパー台数を容易に把握できることを示した。

　本論では、粘性減衰を効率よく付与するダンパーの配置方法について検討した。制振デバイスには粘

性系だけでなく履歴系のダンパーもあり、両者を併用する制振システムの構築も可能である。等価線形

化をして複素固有値解析によって建物の動特性を把握するという本論の設計思想も適用・応用できるも

のと考えられるが、現状では課題となる点もまだまだ多い。それらについては、今後の課題として取り

組んでいきたい。
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